
入札公告

次のとおり、一般競争入札（総合評価落札方式）について公示します。

平成２７年２月２７日

支出負担行為担当官

静岡労働局総務部長

生方勝

１競争入札に付する事項

（１）件名

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）

（２）仕様

入札説明書及び仕様書による。

（３）契約期間

契約締結日から平成２８年３月３１日まで

（４）履行場所

支出負担行為担当官が指定する場所

（５）入札方法

入札金額は総価とする。

落札者の決定は、仕様書４で示した調達単位ごとに総合評価落札方式をもって行う

ので、下記３（３）に定める期日までに、提案書類を提出すること。

なお、落札決定に当たっては、入札書に記戦された金額に当該金額の８％に相当す

る額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てるものとする｡）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税等に係る課税事

業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の108分の１００に相

当する金額を入札書に記戦すること。

２競争参加資格

（１）予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被

保佐人又は被補助人であっても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条

中、特別の理由がある場合に該当する。

（２）予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。

（３）厚生労働省から業務等に関し、指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。

（４）平成２５．２６．２７年度の厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）において、「役
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務の提供」で「B｣、「C」又は「Ｄ」の等級に格付けされ、事業を受託しようとする地

域の競争参加資格を有する者であること。（地域：東海・北陸）

（５）次に掲げるすべての事項に該当する者であること。

なお、本公示における法令等違反した者の範囲については、金融商品取引法（昭和

２３年法律第２５号）第193条の規定に基づく財務諸表等の用語、様式及び作成方法に

関する規則（昭和３８年大蔵省令第５９号）で定められた用語のうち「親会社｣、「子会

社｣、「関連会社｣、「連結会社」の範囲とする。

ア提案書類提出時において、過去５年間に職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）又

は労働者派遣事業の適正な迦営の確保及び派遣労lmll者の保護等に関する法律((昭和

６０年法律第８８号）（第三章第四節の規定を除く｡)）の規定又はこれらの規定に基づ

く命令若しくは処分に違反していないこと（これらの規定に違反して是正指導を受

けたもののうち、提案書類提出時までに是正を完了しているものを除く｡)。

イ労働保険・厚生年金保険・全国健康保険協会管掌健康保険・船員保険又は国民年

金の未適用及びこれらにかかる保険料の滞納がないこと（入札書提出期限の直近２

年'１１１の保険料の滞納がないこと｡)。

ウ障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第123号）に基づく障害者雇

用率以上の身体障害者、知的障害者又は精神障害者を雇用していること、又は障害

者雁用率を下回っている場合にあっては、障害者雇用率の達成に向けて障害者の雇

用状況の改善に取り組んでいること。

エ高年齢者等の雇用の安定に関する法律（昭和４６年法律第６８号）に基づく高年齢

者服用確保措置を講じていること。

オ提案書類提出時において、過去３年間に上記以外の法令等違反があり、社会通念

上著しく信用を失墜しており、当該委託業務遂行に支障を来すと判断される者でな

いこと。

（６）次に掲げるすべての事項に該当する者であること。

ア資格審査申請杏又は添付書類に虚偽の事実を記戦していないと認められる者であ

ること。

イ経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であること。

ウ会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき、更生手続を開始申立がなされて

いない者であること。

（７）ジョイント・ベンチャー（共同企業体）の入札について

ア本業務の内容のすべてが担えない場合には、適正に業務を遂行できるジョイン

ト・ベンチャー（共同企業体）で参加することができる。その場合、入札参加資格

審査番類提出時までにジョイント・ベンチャーを結成し、代表企業及び代表者を定

め、他の者はグループ企業として参加できるものとする。

なお、代表企業及びグループ企業が他のジョイント・ベンチャーに参加、又は単
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狐で入札に参加することはできない。

また、代表企業及びグループ企業は、ジョイント・ベンチャー結成に関する協定

書（又はこれに類する書類）を作成すること。

イ代表企業及びグループ企業すべてが上記（１）から（６）の条件を満たすこと。

３提案書類の提出場所等

（１）入札説明書の交付場所、提案書類の提出場所及び本入札に関する問い合わせ先

〒420-8639静岡県静岡市葵区追手町９－５０番静岡地方合同庁舎５階

静岡労1M局職業安定部職業対策課担当：加子

電話：O54-271-9970

（２）入札説明書の交付期間

平成２７年２月２７日（金）～平成２７年３月１９日（木）

（３）提案書類の受領期限

平成２７年３月１９日（木）１６時

（４）提案書類の提出方法

原則、上記（１）まで直接提出すること。

郵送（書留郵便に限る｡）も可とするが、上記（１）あてに提出書類の受領期限の前

日までに到着するよう送付しなければならない。未着の場合、その責任は参加者に属

するものとし、期限内の提出がなかったものとみなす。

なお、電報、ファクシミリ及び電子メールによる提出は認められない。

（５）プレゼンテーションの日時及び場所

入札参加者は、技術審査委員会に対する企画内容のプレゼンテーションを行う。

日時平成２７年３月２３日（月）午前１０時

４入札説明会の開催

以下のとおり、入札説明会を開催する。

（１）開催日時

平成２７年３月５日（木）１４時

（２）開催場所

静岡県静岡市葵区追手町９－５０番

静岡地方合同庁舎地下会議室

（３）出席人数

１機関あたり２名までとする。

（４）その他

説明会への参加を希望する場合は､平成２７年３月４日（水）１２時までに上記３（１）

の連絡先へ、瓶話にて申し込むこと。

５入札書の提出場所等
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（１）入札書の提出場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先

〒420-8639静岡県静岡市葵区追手町９－５O静岡地方合同庁舎３階

静岡労働局総務部総務課会計第１係担当：森下

電話：O54-254-6393

（２）入札書の受領期限

平成２７年３月１９日（木）１６時

（３）入札書の提出方法

本案件は、紙入札で行う。電子調達システムは利用しない。

なお、郵送（書留郵便に限る｡）も可とするが、上記１あてに提案書類の受領期限の

iiil]までに到粧するよう送付しなければならない。未着の場合、その貰任は参加者に

属するものとし、期限内の提出がなかったものと見なす。

なお、電報、ファクシミリ及び電子メールによる提出は認められない。

（４）開札の日時及び場所

ア介護分野

平成２７年３月２５日（水）１０時５０分

静岡地方合同庁舎地下会議室

イ建設分野

平成２７年３月２５日（水）１１時２０分

静岡地方合同庁舎地下会議室

６その他

（１）契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

（２）入札保証金及び契約保証金

免除

（３）入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加する者は、本広告に示した業務が履行できることを証明す

る書類を平成２７年３月１９日（木）１６時までに提出しなければならない。入札者は、

支出負担行為担当官から当該書類に関し説明を求められた場合は、これに応じなけれ

ばならない。

また、入札に参加を希望する者は、支出負担行為担当官が指定する暴力団に該当し

ない旨を記した誓約書を提出しなければならない。入札者は、支出負担行為担当官か

ら当該書類に１１Mし説明を求められた場合は、これに応じなければならない。

（４）入札の無効

上記２に示した競争参力Ⅱ資格を有しない者のした入札及び入札に関する条項に違反

した入札は無効とする。

また、（３）の誓約書を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓約響に反するこ
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ととなったときは、当該者の入札を無効とする。

（５）契約書作成の要否

要

（６）落札者の決定方法

予算決算及び会計令第79条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で

あり、入札説明書等で指定する技術等の要件のうち必須とされた項目の最低限の要求

要件をすべて満たしている提案をした入札者の中から、入札説明書等で定める総合評

価落札方式の方法をもって落札者の決定をする。ただし、落札者となるべき者の入札

価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した鳳行がなされないおそれが

あると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱す

こととなるおそれがあって著しく不適当である認められるときは、予定価格の制限の

範囲内の価格をもって入札した他の者のうち、総合評価点の最も高い者を落札者とす

ることがある。

（７）手続における交渉の有無

無

（８）その他

ア本件のうち、建設分野については低入札価格調査基地を適用する。

イ詳細は入札説明書による。

ウ平成２７年４月１日までに平成２７年度予算が成立しない場合は、契約内容につ

いて別途協議する。
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入札説明書

人材不足分野における人材確保のための

雇用管理改善促進事業

（啓発実践コース）

●

静岡労働局職業安定部

職業対策謀



「人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース)」の委託業

務一式に係わる入札公示（平成２７年２月２７日）に基づく入札等については、他の法令等で定め

るほか、この入札説明書によるものとする。

契約担当官等

支出負担行為担当官

静岡労働局総務部長生方勝

１

２調達内容

（１）調達件名

「人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース)」の委

託業務一式

（２）調達件名の仕様等

別添１「人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業(啓発実践コース)」

委託要綱（以下「委託要綱」という｡)、及び別添２「人材不足分野における人材確保のため

の雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）仕様書（以下「仕様書」という｡)」のとおり。

※委託要綱及び仕様書の不明な点については、任意様式の文書により下記４（１）の担

当に照会すること。

（３）契約期１１１１及び履行場所

契約期１１１１：契約締結日から平成２８年３月３１日まで

履行場所：支出負担行為担当官が指定する場所

（４）入札方法

落札者の決定は、仕様書４で示した調達単位ごとに総合評価落札方式をもって行うので、

当該入札に参加しようとする者は入札書のほか､総合評価のための業務実施の具体的な方法、

その質の確保の方法等に関する書類（以下「提案書類」という｡）を提出する.

ア総合評価方法については、別紙８「人材不足分野における人材確保のための雇用管理改

善促進事業（啓発実践コース）に係る評価項目及び評価基準について」に基づくものとす

る。

イ入札者は、委託要綱に基づいて算出した代金額の上限としての総価をもって入札するこ

と。このため、入札者は調達件名の本体価格のほか、業務履行に要する一切の諸経費を含

め、契約金額を見積もるものとする。

ウ落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の８％に相当する額を加算

した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとす

る｡）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者

であるか免税事業者であるかを問わず、見械もった契約金額の１０８分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

なお、この契約金額は概算契約における上限額であり、事業を実施した後、額の確定を
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行い、実際の所要金額がこの契約金額を下回る場合には、実際の所要金額を支払うことと

なる。

ェ一般競争入札（総合評価落札方式）であるが、予算決算及び会計令第８５条に基づく最低

入札価格調査基準額（以下「基地額」という｡）を設ける。（建設分野のみ）

（５）入札保証金及び契約保証金

免除

（６）述約金

落札した者が契約を締結しない場合は、入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金と

して納めなければならない。

３競争参加資格

（１）予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被保佐人

又は被補助人であっても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理

由がある場合に該当する。

（２）予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。

（３）厚生労働省から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。

（４）平成２５．２６．２７年度の厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）において、「役務の提

供等」で「B｣、「C」又は「D」の等級に格付けされ、事業を受託しようとする地域の競争参

加資格を有する者であること。（地域：東海・北陸）

（５）次に掲げるすべての事項に該当する者であること。

なお、本公示における法令等違反した者の範囲については、金融商品取引法（昭和２３年法

律第２５号)第193条の規定に基づく財務諸表等の用語､様式及び作成方法に関する規則（昭

和３８年大蔵省令第５９号）で定められた用語のうち「親会社｣、「子会社｣、「関連会社｣、「連

結会社」の範囲とする。

ア提案書類提出時において、過去５年間に職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）又は労

働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（(昭和６０年法律

第８８号）（第三章第四節の規定を除く｡)）の規定又はこれらの規定に基づく命令若しくは

処分に違反していないこと（これらの規定に違反して是正指導を受けたもののうち、提案

諜類提出時までに是正を完了しているものを除く｡)。

イ労働保険・厚生年金保険・全国健康保険協会管掌健康保険・船員保険又は国民年金の未

適用及びこれらに係る保険料の滞納がないこと（入札書提出期限の直近２年間の保険料の

滞納がないこと｡)。

ウ障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）に基づく障害者雇用率

以上の身体障害者、知的障害者又は精神障害者を雁用していること、又は障害者雇用率を

下回っている場合にあっては、障害者雇用率の達成に向けて障害者の雇用状況の改善に取

り組んでいること。

エ満年齢者等の雇用の安定に関する法律（昭和４６年法律第６８号）に基づく高年齢者雇用

確保措置を識じていること。
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オ提案諜類提出時において、過去３年間に上記以外の法令等違反があり、社会通念上著し

く信用を失墜しており、当該委託業務遂行に支障を来すと判断される者でないこと。

（６）次に掲げるすべての事項に該当する者であること。

ア資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記戦していないと認められる者であること.

イ経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であること。

ウ会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき、更生手続を開始申立がなされてない

者であること。

（７）ジョイント・ベンチャー（共同企業体）で入札に参加する場合は、次に掲げるすべての事

項に該当する者であること

ア本業務の内容のすべてが担えない場合に、適正に業務を遂行できるジョイント・ベンチ

ャー（共同企業体）として結成されたものであること。

イ代表企業及び代表者を定め、他の者はグループ企業として参加するものであること。

ウ代表企業及びグループ企業が他のジョイント・ベンチャーとして、又は単独で本入札に

参加していないこと。

エ代表企業及びグループ企業が、ジョイント・ベンチャー結成に関する協定書（又はこれ

に類する書類）を作成していること。

オ代表企業及びグループ企業すべてが上記(1)から(6)の条件を満たすこと。

４提案書類

（１）提案番類の提出場所及び本入札に関する問い合わせ先

〒420-8639静岡県静岡市葵区追手町９－５０番静岡地方合同庁舎５階

静岡労働局職業安定部職業対策課担当：加子

電話：O54-271-9970

（２）提案書類の受領期限

平成２７年３月１９日（木）１６時

（３）提案書類の提出方法

原則、上記（１）まで直接提出すること。

郵送（諜留郵便に限る｡）も可とするが、上記（１）あてに提出書類の受領期限の前日まで

に到着するよう送付しなければならない｡未潜の場合､その責任は参加者に属するものとし、

期限内の提出がなかったものとみなす。

なお、趣報、ファクシミリ及び電子メールによる提出は認められない。

また、この入札に参加を希望する者は、入札書の提出時に、支出負担行為担当官が別に指

定する暴力団等に該当しない旨の誓約書を提出しなければならない。

（４）提出諜類の無効

本公示に示した入札参加に必要な資格のない者のした入札又は不Mliがある提案書類は受理

せず無効とする。

（５）不備があった場合の取扱い

一旦受理した提案書類において形式的な不備が発見された場合は、入札者に対し、不備の
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あった旨を速やかに通知する.

この場合、通知を受け取った入札者が提出期限までに整備された提案書類を提出できない

場合は、提案書類は無効とする。

５入札の無効

４（３）の誓約書を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓約書に反することとなった

ときは、当核者の入札を無効とするものとする。

６入札説明会の開催

以下のとおり、入札説明会をOMMする。

（１）開催日時

平成２７年３月５日（木）１４時

（２）開催場所

飾岡県肺岡市葵区追手町９－５０番

静岡地方合同庁舎地下会識室

（３）出席人数

１機関あたり２名までとする。

（４）その他

説明会への参加を希望する場合は、平成２７年３月４日（水）１２時までに上記４（１）の

連絡先へ通話にて申し込むこと。

また､説明会の会場で入札説明書の配付はしないため､説明会開始時刻前までに上記４（１）

の場所、または静岡労働局ホームページ（http:"shizuoka-roudoukyoku､jsitemhlwgo・jp）

で入札説Iﾘ]苔を入手（無償で配付。事前連絡は不要｡）してから参加すること。

７入札方法

本入札案件は、紙入札により厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）及び入札書の提出

並びに開札を行うため､Ｂﾘ紙４「入札参加登録票｣を下記８（１）あて平成２７年３月１９日（木）

１６時までに提出すること。

なお、入札者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることはできない。

８入札書の提出場所等

（１）入札書の提出場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先

〒420-8639静岡県静岡市葵区追手町９－５o静岡地方合同庁舎３階

赫岡労働局総務部総務課会計第１係担当：森下

電話：O54-254-6396

（２）入札謙の提出方法

入札香は封筒に入れ、封印し、かつその封皮に氏名（法人の場合はその名称又は商号)、宛

名（支出負担行為担当官静岡労働局総務部長殿と記戦）及び「人材不足分野における人材砿
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保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース（○○分野）※「介麺分野」又は「建設分野」

を記較）の入札書在中」と朱書し、上記（１）あてに平成２７年３月１９日（木）１６時までに

提出すること。

なお、郵便、電報、ファクシミリ、電話その他の方法による入札は認めない。

また、この入札に参加を希望する者は、入札識の提出時に、支出負担行為担当官が別に指

定する暴力団等に該当しない旨の誓約書を提出しなければならない。

（３）入札の無効

本入札説明書に示した競争参加資格のない者、入札条件に違反した者又は入札者に求めら

れる義務を履行しなかった者の提出した入札書は無効とする。

８（４）の誓約書を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓約書に反することとなっ

たときは、当該者の入札を無効とするものとする。

（４）入札の延期等

入札者が相連合し、又は不穏な挙動をする等の場合であって、競争入札を公正に執行する

ことができない状態にあると認められたときは、当該入札を延期し、又はこれを取り止める

ことがある。

（５）代理人による入札

ア代理人が入札する場合には、入札書に競争参加者の氏名、名称又は商号、代理人である

ことの表示及び当該代理人の氏名を記入して押印（外国人の署名を含む｡）をしておくとと

もに、DM札時までに代理委任状を提出しなければならない。

なお、代理人が復代理人を選定する場合には、上記８（１）まで連絡すること。

イ入札者又はその代理人は、本件調達に係る入札について他の入札者の代理人を兼ねるこ

とができない。

９開札

（１）開札日時及び場所

ア介趨分野

平成２７年３月２５日（水）１０時５０分

静岡地方合同庁舎地下会議室

イ建設分野

平成２７年３月２５日（水）１１時２０分

静岡地方合同庁舎地下会議室

（２）紙入札方式による開札

ア開札は、入札者又はその代理人を立ち会わせて行う。ただし、入札者又はその代理人が

立ち会わない場合は、入札事務に関係の職員を立ち会わせて行う。

イ入札者又はその代理人は、DM札時刻後においては、開札場に入場することはできない。

ウ入札者又はその代理人は、支出負担行為担当官が特にやむを得ない事情があると認めた

場合のほか、開札場を退場することができない。

（３）再度入札の取扱い
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開札をした場合において、入札者又はその代理人の入札のうち予定価格の制限に達した価

格の入札がないときは、再度の入札を行う。

１０その他

（１）契約手続に使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

（２）入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加する者は、本入札説明書３の競争参加資格を有することを証明す

る番類（下記１１（３）の書類）を、平成２７年３月１９日（木）１６時までに上記８（１）に

提出しなければならない。

（３）落札者の決定方法

落札者の決定方法は、総合評価落札方式とする。

ア本入札説明聾に従い書類・資料を添付して入札書を提出した入札者であって、競争参加

資格及び仕様譜の要求要件をすべて満たし、当該入札者の入札価格が予算決算及び会計令

第７９条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内であり､指定する技術等の要

件のうち必須とされた項目の最低限の要求要件を満たしている提案をした入札者の中から、

総合評価落札方式の方法をもって落札者の決定をする。

ただし、落札者となるべき入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合し

た履行がされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公

正な取引の秩序を乱すおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、予定価格

の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち、総合評価点の最も高い者を落札者

とする。

イ落札者となるべき者が２人以上ある時は、直ちに当該入札者にくじを引かせ落札者を決

定するものとする。

また、入札者又はその代理人が直接くじを引くことができないときは、入札執行事務に

関係ない職員がこれに代わってくじを引き、落札者を決定するものとする。

ウ落札者が決定したときは、入札者にその氏名（法人の場合にはその名称）及び金額を口

頭により通知するものとする。

（４）契約書の作成

ア競争入札を執行し、契約の相手方を決定したときは、遅滞なく契約書を取り交わすもの

とする。

イ契約書を作成する場合において、契約の相手方が遠隔地にあるときは、まず、その者が

契約書の案に記名押印し、更に支出負担行為担当官が当該契約書の案の送付を受けてこれ

に記名押印するものとする。

ウ上記イの場合において支出負担行為担当官が記名押印したときは、当該契約書の１通を

契約の相手方に送付するものとする。

エ支出負担行為担当官が契約の相手方とともに契約書に記名押印しなければ、本契約は確

定しないものとする。
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１１提出書類

（１）入札書（別紙１）１部

（２）委任状（別紙３）１部

（３）競争参加資格確認証明書類（別紙５）

ア別紙５の１に記滅されている提出書類各１部

イ入札参加登録票（別紙４）各１部

（４）提案書類

ア企画提案申諭書（別紙２）８部（原本１部、写し７部）

イ提案書（※別紙９に留意すること）８部（原本１部、写し７部）

ウ添付書類（提案者の概要が分かる資料、提案書の記載内容に係る参考資料）

※１写し７部については、会社名や会社のロゴマークをマスキングする等により、会社が特定

されないようにした上で提出すること。

※２（１）「入札書｣、（２）「委任状」及び（３）「競争参加資格確認証明書類」については、上

記８（１）に、（４）「提案書類」については上記４（１）に提出すること。

１２企画提案会の開催

有効な提案書類を提出した者は、技術審査委員会に対する企画内容のプレゼンテーションを

行う。

日時平成２７年３月２３日（月）１０時

場所静岡県静岡市葵区追手ｍＴ９－５０

静岡地方合同庁舎地下会議室

１３その他留意事項

（１）入札書、提案書類の用紙サイズは、Ａ４を原則とする。

（２）委託に係る費用は、業務完了後、契約書に定めるところにより支払うものとする。

（３）委託業者は、業務の全部を第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。また、作業の

一部を第三者に委託又は請け負わせる場合は、あらかじめ静岡労働局の承認を受けること。

（４）委託業者は、業務において知り得た秘密について、他に漏らしてはならない。

（５）委託業務は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはな

らない。．

（６）入札書、提案諜類の作成、提出等に関する費用は、入札者の負担とする。

（７）入札書､提案書類に係る文書の作成に用いる言語及び通貨は日本語及び日本国通貨とする。

（８）入札書、誓約書、提案書類に虚偽の記載をした場合は、提案書類を無効とするとともに、

虚偽の記載をしたものに対して指名停止の措慨を行うことがある。

（９）特許権、著作権等のあるものを提案書で利用する場合には、事前に承諾を得ること。

(10）提案書類の取扱い

ア提出した提案書類を発注者の許可なく公表又は使用してはならない。
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イ提出された提案書類は返却しない。

ウ提出された提案書類及びその複製は、発注者の選定作業以外に入札者に無断で使用しな

・いものとする。

(11）仕様書４で示した調達単位ごとに、－者当たり１件の企画を限度とする。

(12）入札書、提案書類の提出後においては、原則として提案書類に記載された内容の変更を認

めない。

また、提案書類に記載した配職予定の担当者は原則として変更できない。ただし、病気休

暇、死亡、退職等のやむを得ない理由により変更を行う場合には、当該担当者と同等以上の

担当者として発注者が認める者でなければならない。

(13）提案書類の作成のために発注者より受領した資料は、発注者の了承なく公表又は使用して

はならない。

(14）提案書類を作成する上で前提となる条件等が不明な場合には、事項に従って質問を行うこ

と。

(15）提出された提案書類の文言・デザイン等については、国の事情により変更が生じることも

あるので留意すること。

(16）平成２７年度予算が、平成２７年４月１日までに成立しない場合は、別途協議することとす

る。
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◎様式等

入札書別紙１

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）

総合評価落札方式による一般競争入札企画提案申請書

別紙２

委任状別紙３

入札参加登録票別紙４

競争参加資格確認関係書類別紙５

競争参加資格に関する誓約書別紙６

暴力団等に該当しない旨の誓約書別紙７

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）

に係る評価項目及び評価基準について

別紙８

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）

提案書作成上の留意事項

別紙９

役員等名繍別紙１０

｢人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業(啓発実践コース)」

委託要綱

別添1

｢人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業(啓発実践コース)」

仕様書

別添２

入札封筒封印例別添３
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別紙１

入札書

※見禎もった契約金額の１０８分の１００に相当する金額

件名：人材不足分野における人材確保のための

雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）

【介護分野・建設分野】

※入札を希望する区分に○を付すこと。

上記のとおり、入札説明書及び仕様書等を承諾の上、入札します。

平成年月日

住
商
代
代
く

所
号
者
人

表
理

ｊ

印
印

支出負担行為担当官

静岡労働局総務部長殿
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別紙２

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業

(啓発実践コース【介識分野・建設分野】）

※入札を希望する区分に○を付すこと。

総合評価落札方式による一般競争入札企画提案申請書

平成年 月 日

支出負担行為担当官

静岡労働局総務部長殿

商号又は名称

代表者職氏名 印

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）の総合

評価落札方式による一般競争入札に応募いたしたく、提案書類一式を申請いたします。

‐１１‐

所在地

｜〒

設立年月日

大正

昭和年月日

平成

職員数 人



別紙３

委任状

（住所）

私は、（氏名）印を代理人と定め下記事項の

入札及び見積に関する一切の権限を委任します。

（委任事項）

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業

(啓発実践コース【介護分野・建設分野】）

※入札を希望する区分に○を付すこと。

平成年月日

住所

商号

代表者 印

支出負担行為担当官

静岡労働局総務部長殿
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別紙４

入札参加登録票

※「資格審査登録恭号」には、資格審査結果通知番（全省庁統一資格）の「業者コード」を記入すること。

※「部署名」は、代表者の所属する部署が特段ない場合には空欄でもよい。

‐１３‐

資格審査登録番号

企業名称

郵便番号

住所

代表者氏名

代表者役職

部署名

代表者電話番号

代表者ＦＡＸ番号

連絡先名称

連絡先氏名

連絡先郵便番号

連絡先住所

連絡先電話番号

連絡先ＦＡＸ番号

連絡先メールアドレス



別紙５

競争参加資格確認関係書類

１提出書類

（１）平成２５．２６．２７年度厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）の写し

（２）以下の直近２年間の保険料の領収書の写し（アイともに必須。ただしイについ

てはいずれか｡）

ア労働保険

イ厚生年金・全国健康保険管掌健康保険・船員保険又は国民年金

（３）障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）に基づく平成

２６年度障害者雇用状況報告（６－１報告）の写し。また、平成２６年度の障害者

雇用状況報告において、法定雇用率を達成していない場合にあっては、障害者雇

入れ計画の写し（計画作成命令を受けていない事業者においては、現在の状況を

障害者雇用状況報告に準じた文書）を提出すること。

なお、報告対象となっていない事業者にあっては、労働者の数が分かる書類。

（４）高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和４６年法律第６８号）に基づく平

成２６年度の高年齢者雇用状況報告（６－１報告）の写し。また、平成２６年度の

高年齢者雇用状況報告において高年齢者雇用確保措置を未導入、若しくは、未提

出の事業者においては、労働基準監督署に提出をして受領印のある就業規則の写

しを提出すること。

なお、就業規則の作成義務がない常時１０人以上の労働者を使用しない事業者

にあっては、労働者の数が分かる書類を提出すること。

（５）競争参加資格に関する誓約書（別紙７）

（６）暴力団等に該当しない旨の誓約書（別紙８）及び添付書類（別紙１０「役員等

名簿｣）

２提出部数各１部

３提出期限
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別紙６

競争参加資格に関する誓約書

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）に係る入札に参加する

に当たり、以下の事実に相違がないこと及び事実に相違があった場合には速やかに通知することを誓約しま

す。

１予算決算及び会計令第70条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被保佐人又は被補助

人であっても､契約締結のために必要な同意を得ている者は､同条中､特別の理由がある場合に該当する。

２予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。

３労働局から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。

４次に掲げるすべての事項に該当する者であること。

なお、本公示における法令等違反した者の範囲については、金融商品取引法（昭和２３年法律第２５条）

第１９３条の規定に基づく財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和３８年大蔵省令第５９

号）で定められた用語のうち「親会社｣、「子会社｣、「関連会社｣、「連結会社」の範囲とする。

（１）提案書類提出時において、過去５年間に職業安定法（昭和２２年法律第141号）又は労働者派遣事業

の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（(昭和60年法律第８８号（第三章第四節の

規定を除く｡)）の規定又はこれらの規定に基づく命令若しくは処分に違反していないこと（これらの規

定に違反して是正指導を受けたもののうち、提案書類提出時までに是正を完了しているものを除く｡)。

（２）労働保険・厚生年金保険・全国健康保険協会管掌健康保険又は船員保険の未適用及びこれらに係る保

険料の未納がないこと（提案書類提出時において、直近２年間の保険料の未納がないこと｡)。

（３）障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第123号）に基づく障害者雇用率以上の身体障

害者､知的障害者及び精神障害者を雇用していること、又は障害者雇用率を下回っている場合にあって

は、障害者雇用率の達成に向けて障害者の雇用状況の改善に取り組んでいること。

（４）高年齢者等の雇用の安定に関する法律（昭和４６年法律第６８号）に基づく高年齢者雇用確保措置を

識じていること。

（５）提案書類提出時において、過去３年間に上記以外の法令等違反があり、社会通念上著しく信用を失墜

しており、当該委託業務遂行に支障を来すと判断される者でないこと。

５次に掲げるすべての事項に該当する者であること。

（１）資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載していないと認められる者であること。

（２）経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であること。

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき、公正手続を開始申立がなされていない者であるこ

と。

平成年月日

住所（又は所在地）

社名又は代表者名
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別紙７

暴力団等に該当しない旨の誓約書

（私／当社）は、下記１及び２のいずれにも該当しません。また、将来においても該当すること

はありません。

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は

一切申し立てません。

また、当方の個人備報を警察に提供することについて同意します。

記

１契約の相手方として不適当な者

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう｡）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員

又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう｡）の代表者、団体である場合は代表者、

理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう｡）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防

止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ｡）又は暴

力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ｡）であるとき。

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもっ

て、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは

積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき。

（５）役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。

２契約の相手方として不適当な行為をする者

（１）暴力的な要求行為を行う者

（２）法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者

（３）取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者

（４）偽計又は威力を用いて支出負担行為担当官の業務を妨害する行為を行う者

．（５）その他前各号に準ずる行為を行う者

平成年月日

住所（又は所在地）

社名又は代表者名

個人の場合は生年月日を記載すること。

法人の場合は役員の氏名又は生年月日が明らかとなる資料を添付すること。

、１６‐

※
※



◆

別紙８

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）

に係る評価項目及び評価基準について（案）

１選考基準

別紙審査用紙により、各委員が評価項目に評価点を記載する。

２決定方法について

（１）入札参加希望者から入札された価格及び技術等をもって、次の要件に該当する者のう

ち３に定める総合評価の方法によって得られた数値の最も高い者を落札者とする。
ア入札額が、予定価格の制限の範囲内であること。

イ入札に係る技術等が入札の公告（これらに係る入札説明書を含む。以下同じ｡）にお

いて明らかにした技術等の要求要件（以下「技術的要件」という｡）のうち必須とされ

た項目の最低限の要求要件をすべて満たしていること。

（２）前項の数値が最も高い者が２者以上ある場合は、当該入札者にくじを引かせて落札

者を定めるものとする。

３総合評価の方法

（１）入札価格及び技術等に対する総合評価の得点配分の割合は、次の規定するところによ

るものとする。

【得点配分】

総得点：３００点

｛蝋！;:::{鵬鱒'１１麓錯圖,:::(獺:麩Ｉ
（２）入札価格の評価方法については、入札価格を予定価格で除して得た値を１から減じた

値に１００点を掛けて得た値とする。

計算式：（１－入札価格／予定価格）×１００

（３）技術点の評価方法については、次のとおりとする。

ア評価の対象とする技術的要件については、当該調達の目的及び内容に応じ、事務、

事業上の必要性等の観点から評価項目を設定し、これを必須とする項目とそれ以外の

項目とに区分する。

イ必須とする項目については、項目ごとに最低限の要求要件を示し、要件を充足して

いる場合には配分された点数を与え、充足していない場合は0点となる。

ウ１つでも要件を充足できないとみなされ、０点となった項目がある場合は、その応

、１７‐



札者は不合格となる。

エ必須とする項目以外の項目については、項目ごとに評価に応じ得点を与える。

オ各評価項目に対する得点配分は、その必要度重要度に応じて定める。

力創造性又は新規性等の価格と同等に評価できない項目の内容の履行を確保する観点
から、価格と同等に評価できる項目についての評価を行うものとする。

キ複数の評価者が評価を行うため、各評価者の評価結果（点数）を合計し、それを平

均して技術点を算出する。ただし、別紙「評価基準」に記載される評価項目のうち必

須とされた各項目について、各委員が１名でも０点とした場合は、技術点の算出を行
わない。

（４）価格及び技術等に係る総合評価は、入札者の入札価格の得点に当該入札者の申込みに

係る技術等の各評価項目の得点の合計を加えて得た数値をもって行う。
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別転

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進＄業（啓発実践コース）に係る企西谷技術審査用紙

（価格点：技衡点＝１：２，靭点匠分衝格点100点．技術点200点）

Ｉ価格点（価格点＝（１－入札匠格／予定価格）Ｘ100点

Ⅱ技術点

鞭１日格と回再に秤■できない項ロ：’00点

堀２巴垈と同好にＦ■できる項ローＵ00点

(ＲＥＩ）莅因点（必須)項ロは.、毎国の曰求■件であり.■京■件を充足している咀合は皿付きれ氏占吐Ｇ与えられ、充足していない坦日唾0曰となる．

1項Bでも亘件が充足できないとみなされ0点となった■ﾛがある俎台は.その応札者は不合格とな＝二

(正２）■点（住■）■ロは．、田に応じて得点を与几る．

幻点（任■）項日の毎点迅準は.ＡＥＢ上位とする5脳■円伍とし.師伝■曰ごとに頤臼する､■(A~F)をつけ.コメントがあれば.■外に付堕すらこと．

’０５貞=点の項ロ：Ａ（側に■onている）＝15且．Ｂ（■ｎでいる〕□02点．Ｃ（益田）－９点．、（やや劣る）＝６点．Ｅ（劣る）＝３且、Ｆ（DP灯に劣る】ロ０点

１１０貞西点の項ロ：Ａ（杓に包れている）＝10且．Ｂ（但汎ている）ロ８回．Ｃ（吾■）画６点．、（やや劣る）－４点．Ｅ（劣る）＝２点．Ｆ（１ｍに勇ら）＝0回

（５点泪点の■ロ:Ａ(OOに■､ている)＝5息.Ｂ(■札でいる)－４点．Ｃ(BzD-3点.、(やや劣る)－２点.Ｅ(実る)－１点.Ｆ(非浄に劣る)－０点

、１９‐
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１
Ｚ
２

１
１
１
１
１
１
１

１
２
２
２
２
２
２

２
２

２

燕
演
蕊

浜
烈
蔑
塵
顛
瑛
凝

蚤
爵
堕
齪
隅
隅
陸

Ｊ
浜
■

ず
か
町

ヴ
ゲ
己

秤伍醜目 提案要求事項

ｉＷ点配分

基EUa

(必須）

鰯点

(任色）
合Bｆ

１＄重の翼鰯方aｆ

|(Ⅱ画愛の圓的･璽固の逗鯛
12】企百害の理戟内容

【31四FE空堪のスケジュール

甲粟の目的及び越団を垣nFし・公正・中立的な立咀で車藁を典魔できる
が

|仕繊百厘画の□鷺内容について.全て陶画されているか

車藁が円滑に進められるよう．適切なスケジュールとなっているか

/３５点

ノ１５点

ノ２０点

化繊::::息rj:\:i：
lf:｡i1..:.;:.･::...･5.::.;:｡.::.;::.:.:..;....;..｡.。
■"ﾛ■～△ここ－－－－二日⑰■■ﾕﾆﾆ

／１０点

￣Ｆ７Ｘ１ズー;ブス
Ｌ;誼:=..:｣Lと＝ｒ＿

|了う蕊蕊詩｡
．．｡.｡..･･..;:.::...｡..::｡....i
-EL-=,－－:上...＝--.瞑・--.---』

/１０点

ノ４５点

ノ１５点

ノ２０点

ノ１０点

２＄錐内容

無罪団体郡を通じた事藁囚知について、ＪＬ体的なロ知先や周知娩槙（京
正士■t）が明らかとなっているか．

|「屈用胃巧改竪啓晁セミナー」について、多Hkの車黛主導の参卿が期待
できる肘因となっているか（２，曲正夫．広、ツール９５】＿

亜界国悴再とのネットワークが餌砥さ札ており、本＄戒を円滑に囚回す
ろ上での砲力が円られら卜哩Hhられろか．

／0点

F::幕:？:罵守:f句::;弓:荒汽＝1

1蕊蕊:譲灘ヨ

藤:蕊:蕪了:!

[::Ｊ１麺::滝､:『:::::#:辨::::樹{:引
咄...．....･･：...:..：：..：：..､1

蟻蕊蕊議！
:｡.群｡..#....、

路溌
ヨｕ－＝￣→二面一

I■

::零F::::}:::$!:{::::ﾕ引
Ⅱ■■■■U

F-r-六一－－－←－－Ⅱ－－－古Ⅱ

I:..:...:.......::...咄

｢.艀...:.･･:..:｡..::::｡:.......:..弔:;:.･:由

|蕊蕊蕊露
li::溌群iiiii注！{!:::jij:引

ノ８５点

/１０点

ノ１０点

ノ１０点

／１０点

／１５点

′１０点

／１０点

ノ１０点

ノ８５点

／１０点

ノ 0点

ノ 0点

ノ 0点

ノ 5点

ノ ０点

ノ 0点

/１０点

３狙織としての姪吐・能力

(2)車童空行のための人且体皿

|鵲麺論題:鰹:鵜欝鰯匝幽官蝿鞠の墜璽･爆圖体
車黛の遂行のために必HJな几盛・知見を10っているか

過去にセミナーや研修会、怖紹提供事典等．または労５６冒已や人材育厘
野に慨ろ相脾宝巴専を実空した径Ehがあるか

担客I=牢竺主に対するコンサルティング（相垣賓■）．または蘭色取Ｕ
国立ﾛPを宴魔した坦吐があるか

ノ３５点

ノ１０点

ノ１５点

『意:jj扇罵マス了再;司

!･:･･:1F.:::｡..･･･.｡..･:.:｡､.::..:｡:.｡.:..｡..:.･:.:｡]

可:･･･････････・・・::・・.・・：･･.・・・．｡.・・・．1

,..:.:｡...:..｡.･::..｡......:.:..｡.:...:1

1:汁｢::%::::砿::2:i::上:些_L:４:I

ノ１０点

Ｉ。

Ⅲ::i:?ご…:J:ﾋﾞ:…

ノ１５点

I守云ニー￣年:..帛＝･￣兎

l･:......･::｡.･:｡:.･･:｡...･:.$:.......:H・
Ｌ．■■.■：．...■.■■■■.■.■．.■■■■．

Ｌ･ユ.-.竺苧.）･＝＿『･二・｡･堪.』！

::1%ｉ１ｊ:い:::::rii1i:鋒:Ⅶ

ノ５点

/５点

｢｡...｡〒:;:.｢.鼠:=｡.〒-,-

】≦....､金．FOAﾛ②』･と.‐-．._」

ノ５点

ノ５０点

ノ１０点

／１５点

ノ５点

／５点

/１０点

/５点

４黛務柱、予定響の紐験・能力

'''１専同勵慶国繍筐

【２１頭Ⅲ其碕の径吐

|灘:鯉麓瀧艀嘩･知
児・資格を有する者を本黛務に従事

|雛艤鍼灘庵W鰡鰯も鱸雛継鰯
'団となっているか．

過去に事彼主に対するコンサルティング（栢陵支但）．またはロき取り
園査専を典麗した渥肢を有する君を本月RBHに従事させる叶団となってい
るか．

/１０点

/１０点

一・・》｛》『・》一・》・叩・叩一・．・

、
。

兜・■■■》■〉》四■唖叩』〉■■甜乱〉。

鱗 ......；'

;:ｊｊ:::蝉:悪ｉｆ::::::鐺:}:fiKf:引
Ⅱ･･･････・･･･:･･弔・.･････････.｡.｡．･･1

/１０点

腱璽 ■■■■P

/５点

ノ５点

ノ２０点

/１０点

/５点

／５息

合計 ノ８０点 ノ120点 /200点



別紙９

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業

（啓発実践コース）提案書作成上の留意事項

提案書の作成にあたっては、別添２「｢人材不足分野における人材確保のための雇

用管理改善促進事業」（啓発実践コース）仕様書｣」（以下「仕様書」という｡)、別紙

９「人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業(啓発実践コース）

に係る評価項目及び評価基準」について」をよく確認のうえ、入札説明書本文「１３

その他留意事項」のほか、以下の点に留意して作成すること

１対象とする人材不足分野（仕様書６関連）

企画提案する人材不足分野について、仕様書６の（１）介護分野、又は（２）建

設分野のどちらを選択するのかを記載すること。

なお、（２）建設分野のうち、特定の分野を対象にすることを提案する場合は、

日本標準産業分類（平成２５年１０月改訂）の中分類～細分類の単位で具体的な分

野を記載するとともに、その理由を記戦すること。

事業の実施方針

ア事業の趣旨・目的への理解

仕様書６で選択する対象分野に係る労働情勢･雇用環境の現況と課題及び業

界の動向についての認識を記載した上で、本事業の趣旨・目的に対する提案

者の理解について記載すること。

イ提案書の記戦内容

仕様書記載の事業内容について、すべて網羅していることを明記すること。

ウ事業実施のためのスケジュール

仕様書７の事業内容（１）から（６）について、適切な事業実施のための全

体スケジュール（年間）を記載すること（別紙可)｡）

２

事業内容

ア啓発実践推進委員会の設置（仕様書７（１）関連）

啓発実践推進委員会に係る委員構成、開催時期、回数、参加人数、その他独

自の工夫点等について記載すること。

イ適正な雇用管理に係る集団的な普及・啓発の実施（仕様書７（２）関連）

（ｱ）普及・啓発のためのリーフレット等の作成・配付

事業の周知･広報の手段･方法(活用可能な業界団体等とのネットワーク、

３
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広報媒体（ホームページ、広報誌等）など)、周知先の業界団体や関係行政

機関等の名称、周知が見込める事業主数の規模感、その他独自の創意工夫等

について記載すること。

（ｲ）雇用管理改善啓発セミナー

開催予定時期（見込み)、多くの事業主の参加を促すためのセミナー開催

の周知・広報の手段・方法（活用可能なネットワーク、広報媒体（ホームペ

ージ、広報誌等）など）や、セミナーにおいて事業主の雇用管理改善の気運

を高めるための創意工夫等について記載すること。

ウ適正な雇用管理に係る個別的な普及・啓発の実施（仕様書７（３）関連）

（ｱ）一般啓発（短期啓発）及び重点啓発（長期啓発）について、特定の地域や

企業規模の企業に限定せずに業務を実施できるかについて記載すること。

（ｲ）一般啓発（短期啓発）及び重点啓発（長期啓発）について、仕様書７(3)

ア(ｲ)ｂ(9)及びイ(ｲ)ｆの目標数を達成するための創意工夫等について記載

すること。

け）個々の事業主に対して、雇用管理改善を通じた「魅力ある職場づくり」の

必要性について理解を高め、具体的な取組を促すための創意工夫・取組に

ついて記戦すること。

（ｴ）労働局管内各地域に雇用管理アドバイザーを派遣可能である能力又は活

用可能なネットワーク等について記載すること。

（ｵ）介護分野を選択する場合には、労働局管内において、どのような「地域ネ

ットワーク・コミュニティ」での雇用管理改善の取組が効果的であるかに

ついて記載すること。

エ雇用管理改善事例の周知・啓発（仕様書７（４）関連）

（ｱ）多くの事業主の参加を促すためのセミナー開催の周知・広報の手段・方法

（活用可能なネットワーク、広報媒体(ホームページ､広報誌等)など)や、

セミナーにおいて事業主の雇用管理改善の気運を高めるための創意工夫等

について記載すること。

（ｲ）好事例をまとめて作成するパンフレット又はその内容について、対象分野

の事業主に広く普及・啓発するための周知・広報の手段・方法（活用可能な

ネットワーク、広報媒体（ホームページ、広報誌等）など)、創意工夫等を

記載すること。

オ報告書の作成（仕様書７（５）関連）

その他報告書を作成する上での独自の工夫等について記載すること。

力国の施策との連携
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職場定着支援助成金又は建設労働者確保育成助成金に係る活用促進、若者応

援企業宣言の促進に当たって、ハローワークヘの誘導方法や連携方法、その他

の国の施策との連携など特記事項があれば記載すること。

組織としての経験・能力

ア管理能力、類似事業の実績

（ｱ）事業を行う上で適切な財政基盤、支出に係る証拠書類等の整理・保管体制

等、一般的な経理処理能力を有することを記載すること。

（ｲ）組織として事業の遂行のために必要な見識・知識を有することを記載する

こと。

（ｳ）過去にセミナーや研修会、情報提供事業等、または労務管理や人材育成等

に係る相談支援等を実施した経験がある場合は、実施年度、内容、目的等に

ついて記戦すること。

（ｴ）過去に事業主に対するコンサルティング（相談支援）や聞き取り調査等を

実施した経験がある場合は、実施年度、内容、目的等について記載すること

（雇用管理に直接関連しないものも含む)。

イ事業遂行のための人員体制等

（ｱ）事務所の設置

事務所の所在地、設備、連絡体制等について記載すること。

（ｲ）人員体制

仕様書で定める普及啓発コーディネーター、雇用管理アドバイザーの体制

について記載するとともに、本事業に係るサポート体制、連絡体制等につい

て記載すること。

４

業務従事予定者の経験・能力

ア専門知識、適格性

普及啓発コーディネーター、雇用管理アドバイザーについて、本事業の遂行

のために必要な見識・知見・資格を有する者を従事させることについて記載す

ること。

イ類似業務の経験

（ｱ）普及啓発コーディネーター

過去に本事業に類似する業務（セミナーや研修会、情報提供事業等、ま

たは労務管理や人材育成等に係る相談支援等）を実施した経験を有するなど、

本事業を円滑かつ効果的に遂行するにあたり十分な知識及び経験を有する

者を従事させることができるか記載すること。

（ｲ）雇用管理アドバイザー

過去に本事業に類似する業務（事業主に対するコンサルティング（相談

５
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支援)、または聞き取り調査等）を実施した経験を有するなど、本事業を円

滑かつ効果的に遂行するにあたり十分な知識及び経験を有する者を活用す

ることができるか記戦すること。
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別紙１０

不受自虐三証二等二名義蕊

所在地：

男
。
女

(注）法人の場合,本様式には,登記事項証明惑に記職されている役員全員を記入してください。

記入欄が足りず、役員全員を響ききれない場合は、本様式を複写して使用してください。

役職名
（フリガナ）

氏名
生年月日

性
別

（） Ｔ

Ｓ年月日

Ｈ

男
。
女

（） Ｔ

Ｓ年月日

Ｈ

男
。
女

（） Ｔ

Ｓ年月日

Ｈ

男
。
女

（） Ｔ

S年月日

Ｈ

男
．
女

（） Ｔ

Ｓ年月日

Ｈ

男
。
女

（） Ｔ

Ｓ年月日

Ｈ

男
。
女

（） Ｔ

Ｓ年月日

Ｈ

男
。
女

（） Ｔ

Ｓ年月日

Ｈ

男
。
女
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「人材不足分野における人材確保のための

雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）」委託要綱

（通則）

第１条

一ス）

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践．

の委託については、この要綱の定めるところによる。

（事業の目的）

第２条人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コ

ース）は、現在就業している従業員の職場定着を高めるとともに、これから就職す

る者が当該分野の企業への就職を希望するよう、事業主による雇用管理改善の取組

を通じて「魅力ある職場」を創出し、もって人材不足分野における人材確保を図る

ことを目的とする。

（委託先）

第３条人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コ

ース）は、委託者支出負担行為担当官静岡労働局総務部長（以下「委託者」とい

う。）が、前条に規定する事業の目的を確実に達成することができると認める者

（以下「受託者」という。）に、委託して実施するものとする。

（委託の申入れ）

第４条委託者は、受託者として適当と認める者に対し、この要綱を添えて、「人材

不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）委託

依頼書」（様式第１号。以下「依頼書」という。）により、委託の申入れを行うも

のとする。

（受託の通知）

第５条前条の申入れを受けた者は、当該申入れを承諾したときは、依頼書を受理し

た日から１４日以内に、「人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促

進事業（啓発実践コース）受託書（様式第２号）に「人材不足分野における人材確

保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）実施計画書」（様式第３号。

以下「実施計画書」という。）を添付して、委託者に提出するものとする。

（実施計画書の審査及び契約の締結）

第６条委託者は、前条の規定により提出された実施計画書について審査し、事業の

目的等に照らし適当と認めるときは、「人材不足分野における人材確保のための雇
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用管理改善促進事業（啓発実践コース）委託契約書」（様式第４号）により受託者

と契約を締結するものとする。

（委託費の額）

第７条前条の規定により契約を締結する事業に要する経費として交付する委託費の

額（以下「委託費」という。）は、国の予算の範囲内において、委託者が定める額

とする。

（一括再委託の禁止）

第８条受託者は契約を履行する場合において、委託契約の全部を一括して再委託す

ることを禁止する。

（委託事業の変更等）

第９条委託者は、事業の内容又は委託費の額を変更する必要が生じたときは、「人

材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）変

更通知書」（様式第５号）により、その旨を受託者に通知するものとする。

２受託者は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ、「人材不足分野

における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）変更承認申請

書」（様式第６号）を委託者に提出し、その承認を受けなければならない。

（１）実施計画書に掲げる事業の内容を変更する場合（軽微な変更を除く。）

（２）委託費の経費の配分を変更する場合（人件費及び消費税を除く委託費の経費

区分相互間において、それぞれの配分額のいずれか低い額の２０％以内の変更を

除く。）

３前項の場合において、委託者は、委託契約を変更する必要があると認めるときは、

「人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コー

ス）変更委託契約書」（様式第７号）により、受託者と変更委託契約を締結するも

のとする。

４受託者は、事業を中止又は廃止しようとするときは、「人材不足分野における人

材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）中止（廃止）承認申請

書」（様式第８号）を委託者に提出し、その承認を受けなければならない。

（委託費の概算払）

第１０条委託費は、原則として支払うべき額を確定した後、精算にて支払うものと

する。ただし、受託者が概算での支払を希望する場合は、委託者は、受託者の資力、

委託事業及び事務の内容等を勘案し、真にやむを得ないと認めたときは、これを財

務大臣に協議し、その承認があった場合において国の支払計画の額の範囲内におい

て、概算払をすることができるものとする。

（実施状況の報告）

第１１条受託者は、事業の実施状況について、委託者に対し、別に定める期日まで
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に「人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コー

ス）実施状況報告書」（様式第９号）を提出しなければならない。

（実施結果及び委託費の精算報告）

第１２条受託者は、国の会計年度が終了したとき又は事業を完了したとき若しくは

廃止（中止を含む。）したときは、その日から起算して３０日を経過した日又は委

託期間の末日が属する年度の３月３１日のいずれか早い日までに、「人材不足分野

における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）実施結果・精

算報告書」（様式第１０号）を委託者に提出しなければならない。

（委託費の確定）

第１３条委託者は、前条の規定による「人材不足分野における人材確保のための雇

用管理改善促進事業（啓発実践コース）実施結果・精算報告書」の提出を受けたと

きは、遅滞なくその内容を審査し、適正と認めたときは委託費の額を確定し、「人

材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）委

託費確定通知書」（様式第１１号）によりU受託者に通知するものとする。

２委託費の額の確定は、委託契約書に定める委託費の額と事業に要した額を比較し

て、いずれか低い額をもって行う。

（委託費の支払）

第１４条受託者は、第１０条の規定により概算払の承認を得たとき又は、前条第１項

の規定に基づき委託者より委託金額の確定通知を受けたときは、速やかに「人材不

足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）事業委

託費支払請求書」（様式第１２号）を委託者を経由して、宮署支出官○○労働局長

（以下「官署支出官」という。）に提出するものとする。

（概算払時における委託費の返還）

第１５条第１３条第２項の規定により委託費の額を確定した結果、概算払により、受

託者に交付した委託費に残額が生じたときは、委託者は、期間を定めて、その残額

の返還を「人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実

践コース）委託費確定通知及び返還命令書」（様式第１３号）により、受託者に命

ずるものとする。

（委託の取梢）

第１６条委託者は、受託者が次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、

委託費の全部若しくは一部を交付せず、又は事業の委託の全部若しくは一部を取り

消すことができる。

（１）第６条の規定による契約に違反したとき

（２）事業を遂行することが困難になったとき

（財産の帰属）
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第１７条受託者の事業を実施に伴って取得した物品、特許権及び著作権等（以下

一「財産」という。）は、委託者に帰属するものとする。

（財産の管理及び処分）

第１８条受託者は、事業の実施に伴い取得した財産については、善良な管理者の注

意をもって管理するとともに、委託費の交付目的に従って効率的な運用を図らなけ

ればならない。

２受託者は、事業の実施に当たり、受託者が所有する設備、機械・器具及び備品

（以下「機器等」という。）を使用することを原則とするが、別途、機器等の整備

が必要となる場合、当該調達方法については、特段の事情がない限り賃貸借契約で

対応することとする。なお、機器等管理の必要から帳簿を備え付け、管理上必要な

事項を記録しなければならない。

３事業完了等により財産の処分が発生する場合には、「財産処分承認申請書」（様

式第１６号）を委託者に提出し、その承認を受けなければならない。なお、事業の

実施に伴い取得したすべての財産について、売払いにより収入があったときは、国

に納付しなければならない。

４事業の実施に伴い取得した財産のうち、委託者が指定したものについては、国の

会計年度が終了したとき又は事業を完了したとき若しくは廃止（中止を含む。）し
たときは、受託者はこれを委託者に返還するものとする。

（委託費の経理）

第１９条受託者は、事業の実施経過並びに当該事業の実施に伴う収入及び支出の状

況を明らかにするため、事業に係る会計を他の経理と区分して帳簿及び一切の証拠

書類並びに事業内容に係る書類等を国の会計及び物品に関する規定に準じて整備す

るものとする。

（監査）

第２０条委託者は、事業に係る経理の状況を確認することが必要と認めるときは、

受託者に対し関係書類の提示を求めること又は監査することができることとする。

２委託者は、受託者が再委託を行っている場合で、事業に係る経理の状況を確認す

ることが必要と認めるときは、再委託先に対し前項と同様の措置を識ずることがで

きることとする。

（守秘義務等）

第２１条受託者は、事業に関して知り得た秘密を委託者の承認を受けずに洩らし、

又は他の目的に使用してはならない。

(個人情報の管理）

第２２条受託者は、個人情報の保護に関する法律等の適用を受けるものであり、こ

の契約により保有した個人情報の取扱いにあたっては、漏えい、滅失又はき損の防

４



止その他の保有個人情報の適正な管理に努め、その内容をみだりに他人に知らせ、

又は不当な目的に利用してはならない。

（その他）

第２３条この要綱に定めのない事項については、委託者が別途定める「「人材不足

分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）」仕様

書」によるほか、その都度、委託者及び受託者双方が協議して定めるものとする。

５



(様式第１号）

番号

平成年月日

殿

支出負担行為担当官

静岡労働局総務部長

人材不足分野における人材確保のための

雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）委託依頼書

標記について、下記委託事業を受託されたく御依頼申し上げます。

なお、受託について御承諾いただいた場合は、別添の「人材不足分野における

人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）委託要綱」を参照の

うえ、「人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実

践コース）受託書」（様式第２号）及び「人材不足分野における人材確保のため

の雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）実施計画書」（様式第３号）を提出

いただくようお願いいたします。

記

１委託事業名人材不足分野における人材確保のための雇用管理改

善促進事業（啓発実践コース）

２委託事業の内容「人材不足分野における人材確保のための雇用管理改

善促進事業（啓発実践コース）委託要綱」に基づく事

業の実施

３委託経費金 円

４委託期間平成年月日から平成年月日まで

６



(様式第２号）

番号

平成年月日

支出負担行為担当官

静岡労働局総務部長殿

受託者名印

人材不足分野における人材確保のための

雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）受託書

平成年月日付●●第号により委託の申入れのあった「人

材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コー

ス）」の実施を受託いたします。

なお、受託事業の内容は、別添「人材不足分野における人材確保のための雇用

管理改善促進事業（啓発実践コース）実施計画書」（様式第３号）のとおりです。

７



(様式第３号）

番号

平成年月日

支出負担行為担当官

静岡労働局総務部長殿

受託者名印

人材不足分野における人材確保のための

雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）実施計画書

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コー

ス）については、別紙１の「人材不足分野における人材確保のための雇用管理改

善促進事業（啓発実践コース）実施計画」により実施することとし、当該計画実

施に係る所要経費の内訳は別紙２のとおりです。

８



別紙１

人材不足分野における人材確保のための

雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）実施計画

受託者名

、

※事業費の内訳は別紙２「人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善

促進事業費（啓発実践コース）積算内訳」のとおり

委託事業の事項 委託事業の内容

事業期間 平成年月日～平成年月日

委託費の額 円



別紙２

人材不足分野における人材確保のための

雇用管理改善促進事業費（啓発実践コース）積算内訳

受託者名

10

委託事業対象経費 委託費の額 備考

円

合計



(様式第４号）

人材不足分野における人材確保のための
ｌ

雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）委託契約書

「人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コー

ス）委託要綱」（以下「委託要綱」という６）に基づく平成２７年度における事業の

委託について、委託者支出負担行為担当官静岡労働局総務部長（生方勝）（以下

「甲」という。）と受託者（受託先名）（役職）（氏名）（以下「乙」という。）と

は、次のとおり契約を締結する。

（委託事業）

第１条甲は、乙に対し、別紙１「人材不足分野における人材確保のための雇用管理

改善促進事業（啓発実践コース）実施計画」に掲げる事業（以下「委託事業」と

いう。）を委託する。

（委託事業の実施）

第２条乙は、委託要綱及び様式第３号「人材不足分野における人材確保のための雇

用管理改善促進事業（啓発実践コース）実施計画書」により委託事業を実施しな

ければならない。

（委託事業の変更等）

第３条甲は、必要が生じたときは、委託事業の内容を変更することができる。

２乙は、委託事業の内容を変更しようとするとき又は委託事業を中止若しくは廃止

しようとするときは、甲の承認を受けなければならない。

３乙は、委託事業が予定の期間内に完了しないとき又は委託事業の遂行が困難とな

ったときは、速やかに甲に報告し、その指示を受けなければならない。

（委託期間）

第４条委託事業の委託期間は、契約締結日から平成２８年３月３１日までとする。

Ｐ

（委託費の支払）

第５条甲は、乙に対し、委託事業に要する経費（以下「委託費」という。）として、

金○○○，○○○円（うち消費税額及び地方消費税額金○○○，○○○円）を上

限として支払うものとする.

２前項の消費税額及び地方消費税額は、消費税法（昭和６３年１２月３０日法律第１０

８号）第２８条第１項及び第２９条並びに地方税法（昭和２５年７月３１日法律第２２６

号）第７２条の８２及び第７２条の８３の規定に基づき、契約金額に１０８分の８を乗

じて得た金額である。
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３乙は、委託費を別紙２「人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促

進事業（啓発実践コース）委託費交付内訳」（以下「交付内訳」という。）に記

載された費目の区分にしたがって使用しなければならない。

４乙は、委託費の支払を受けようとするときは、官署支出官静岡労働局長（以下

「官署支出官」という。）に対して、様式第１２号「人材不足分野における人材確

保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）委託費支払請求書」を提出

するものとする。なお、概算払による場合に限り、別添を添付して提出すること。

５宮署支出官は、前項の適法な請求書を受理した日から３０日以内に、乙に支払う

ものとする。

６宮署支出官は、自己の責に帰すべき事由により、前項に定める期間内に支払わな

いときは、支払期日の翌日から支払日までの日数に応じ、当該未払金額に対し年

２．９％の割合で計算した金額を遅延利息として乙に支払うものとする。

（委託費の変更）

第６条甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、前条の委託費を変更すること

ができる。

（１）委託事業の内容を変更するとき

（２）国の予算額に変更があったとき

２乙は、交付内訳に変更の必要が生じたときは、甲にあらかじめ承認を受けなけれ

ばならない。

ただし、経費の変更については、人件費及び消費税を除く交付内訳の経費区分毎

にいずれか少ない額の２０％を超えない範囲内の流用増減である場合は、この限り

ではない。

（契約保証金）

第７条甲は、この契約に係る乙が納付すべき契約保証金を免除する。

（他用途使用等の禁止）

第８条乙は、委託費をこの委託事業の目的に沿った事業経費以外には、使用するこ

とはできないものとする。委託事業の目的に沿った使用であっても、単価・数量

に妥当性を欠くような過大な支出は禁止する。

（関係書類の整備・保存等）

第９条乙は、委託事業の実施に係る経費については、その内容を明らかにするため、

委託事業に係る会計を他の事業に係る会計と区分して経理するとともに、これに

係る国の会計及び物品に関する規定に準じて、会計帳簿、振込書・領収書、決議

書、預金通帳等の関係書類を整備しなければならない。

２前項の書類等は、委託事業の終了（委託要綱第９条第４項の規定による事業の中
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止又は廃止の承認を受けた場合を含む。）した日の属する年度の終了後５年間、

又は現に監査、検査、訴訟等における対象となっている場合においては、当該監

査、検査、訴訟等が終了するまでの間のいずれか遅い日までの間保存しなければ

ならない。

(再委託の承認）

第１０条乙は契約を履行する場合において、再委託を行う場合には、あらかじめ、

「人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コー

ス）再委託承認申請書」（様式第１４号）を甲に提出し、その承認を受けなければ

ならない。また、承認を受けた内容を変更する場合には「人材不足分野における

人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）再委託内容変更承認

申請書」（様式第１５号）により同様の承認を受けることとする。

２乙は、委託事業の一部を再委託するときは、再委託した業務に伴う当該第三者

（以下「再委託者」という。）の行為について、甲に対してすべての責任を負う

ものとする。

（委託契約の履行体制に関する書類の提出）

第１１条乙は、再委託者からさらに第三者に委託が行われる場合には、当該第三者

の商号又は名称及び住所並びに委託を行う業務の範囲を記載した「履行体制図」

（様式第１７号）を甲に提出しなければならない。

２乙は、履行体制図に変更があるときは、速やかに「履行体制図変更届出書」（様

式第１８号）を甲に届け出なければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当

する場合については、届出を要しない。

（１）受託業務の実施に参加する事業者（以下「事業参加者」という。）の名称

のみの変更の場合。

（２）事業参加者の住所の変更のみの場合。

（３）契約金額の変更のみの場合。

３前項の場合において、甲は本契約の適正な履行の確保のため必要があると認めた

ときは、乙に対して変更の理由等の説明を求めることができる。

（実施に関する監査等）

第１２条甲は、委託事業の実施に関し必要があるときは、乙に対して関係書類及び

資料の提出を求め、又は監査を行うことができることとする。

２甲は、乙が再委託を行っている場合で必要があるときは、再委託者に対して、委

託事業に係る関係書類及び資料について前項と同様の措置を識ずることができる

こととする。



（実施結果及び精算報告書の提出）

第１３条乙は、国の会計年度が終了したとき又は委託事業が終了したときは、委託

事業の終了（委託要綱第９条第４項の規定による事業の中止又は廃止の承認を受

けた場合を含む。）の日から起算して３０日以内又は第４条の委託期間の末日が属

する年度の３月３１日のいずれか早い日までに様式第１０号「人材不足分野におけ

る人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）実施結果・精算報

告書」を甲に提出しなければならない。なお、乙は、甲に提出する前に、出入金

の状況及び内容を帳簿等で突合及び確認するとともに、精算報告書の支出額・残

額とも帳簿等において確認しなければならない。

（委託費の確定等）

第１４条甲は、委託要綱第１３条の規定に基づき、委託費の額を確定した場合には、

「人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コー

ス）委託費確定通知書」（様式第１１号）により乙に通知するものとする。

２甲が、委託要綱第１３条の規定に基づく委託費の額の確定の結果、概算払により、

乙に支払った委託費に残額が生じたとき又は乙に支払った委託費により発生した

収入があるとき、甲は、期間を定めて、「人材不足分野における人材確保のため

の雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）委託費確定通知及び返還命令書」

（様式第１３号）により、乙に命ずるものとする。

３また、委託費の額を確定した結果、委託費に不足が生じたときは、乙の負担とす

る。

（契約の解除等）

第１５条甲は、乙がこの契約の規定若しくは当該参加資格に定めた法令等に違反し

たとき若しくは第１２条に規定する監査等に対する虚偽の報告等が発覚したとき、

又はこの委託事業を適正に遂行することが困難と認めたときは、委託費の全部若

しくは－部の支払を停止し、若しくは返還を求め、又は契約を解除若しくは変更

することができる。

２前項の規定により、この契約が解除された場合において、乙は、委託事業の残務

の処理が完了するまで、甲乙間の協議に基づきこれを処理するものとする。

（財産の管理及び処分）

第１６条乙は、事業の実施に伴って取得した財産を処分するに当たっては、委託要

綱第１８条によるほか、甲の指示を受けるものとする。

２乙は、委託期間満了も含め事業終了後において、事業を実施に伴って取得した財

産について甲が指定したものは委託者に返還し、それ以外を売り払って収入があっ

たときは国に納付することとする。
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（郵券等の使用禁止）

第１７条郵券、回数券、プリペイドカード等金券を委託費により購入し、費消せず

に保管することは原則禁止する。

（個人情報の取扱い）

第１８条乙は、この契約により知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。

２乙は、この契約による事務を処理するために収集し、又は作成した個人情報が記

録された資料等を甲の承諾なしに第三者に提供してはならない。

３乙は、この契約による事務を処理するために収集し、又は作成した個人情報が記

録された資料等を当該契約による目的以外のために甲の承諾なしに複写し、又は

複製してはならない。作業の必要上甲の承諾を得て複写又は複製した場合には、

作業終了後、適正な方法で廃棄しなければならない。

４乙がこの契約による事務を処理するためには、甲から提供を受け、又は自らが収

集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、この契約完了の日の属

する年度の終了後５年間保存するものとし、保存期間経過後、適正な方法で破棄

しなければならない。ただし、甲が別に指示したときは当該方法によるものとす

る。

５乙は、個人情報の漏えい等安全確保のうえで問題となる事案が発生した場合には、

事案の発生した経緯、被害状況等について甲に報告するとともに、甲の指示に基

づき、被害の拡大の防止、復旧等のために必要な措置を講じなければならない。

（損害賠償）

第１９条乙は、この契約に違反し、又は乙の故意若しくは過失によって甲に損害を

与えたときは、その損害に相当する金額を損害賠償として甲に支払わなければな

らない。

（延滞金及び加算金）

第２０条乙は、第１４条第２項及び前条の規定による金額を甲の指定する期日までに

支払わないときは、その支払期限の翌日から支払いの日までの日数に応じて、年

５．０％の割合で計算した金額を延滞金として支払わなければならない。

２乙は、委託費を不適切に使用した場合において、その行為を隠匿する目的で経費

にかかる領収書や帳簿の改ざん等「故意」に行った不正行為、及び証拠書類等の

滅失・段損等による使途不明等「重過失」については、甲の求めにより、当該委

託費の一部又は全部を返還をし、さらに委託費を受領した日の翌日を起算日とし

て、支払いの日までの日数に応じて、年２０％の割合で計算した金額の範囲内の金

額を加算金として支払わなければならない。また、注意義務違反等「過失」によ

るものは、不適切金額のみの返還とし、加算金を課さないこととする。

３甲は、前項の「過失」による場合において、やむをえない事情があると認めると



きは、不適切な金額の全部又は一部を免除することができる。、

４第２項の委託費の返還については、第１項の規定を準用する。延滞金、元本（返

還する委託費）及び第２項の規定による加算金の弁済の充当の順序については、

加算金、延滞金、元本の順とする。

（談合等の不正行為に係る解除）

第２１条甲は、本契約に関して、次の各号の一に該当するときは、本契約の全部又

は一部を解除することができる。

（１）公正取引委員会が、乙又は乙の代理人（乙又は乙の代理人が法人の場合にあ

っては、その役員又は使用人。以下同じ。）に対し、私的独占の禁止及び公正

取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」とい

う。）第７条又は同法第８条の２（同法第８条第１項第１号若しくは第２号に

該当する行為の場合に限る。）の規定による排除措置命令を行ったとき、同法

第７条の２第１項（同法第８条の３において読み替えて準用する場合を含

む。）の規定による課徴金の納付命令を行ったとき、又は同法第７条の２第１

８項若しくは第２１項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行った

とき。

（２）乙又は乙の代理人が刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６若しくは同

法第１９８条又は独占禁止法第８９条第１項の規定による刑の容疑により公訴を

提起されたとき（乙の役員又はその使用人が当該公訴を提起されたときを含

む。）。

２乙は、本契約に関して、乙又は乙の代理人が独占禁止法第７条の２第１８項又は

第２１項の規定による通知を受けた場合には、速やかに、当該通知文書の写しを甲

に提出しなければならない。

（談合等の不正行為に係る違約金）

第２２条乙は、本契約に関し、次の各号の－に該当するときは、甲が本契約の全部

又は－部を解除するか否かにかかわらず、違約金（損害賠償金の予定）として、

甲の指示に基づき、契約金額（本契約締結後、契約金額の変更があった場合には、

変更後の契約金額）の100分の１０に相当する額を甲が指定する期日までに支払わ

なければならない。

（１）公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条又は同法第

８条の２（同法第８条第１項第１号若しくは第２号に該当する行為の場合に限

る。）の規定による排除措置命令を行い、当該排除措置命令又は同法第６６条

第４項の規定による当該排除措置命令の全部を取り消す審決が確定したとき。

（２）公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条の２第１項
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（同法第８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による課

徴金の納付命令を行い、当該納付命令又は同法第６６条第４項の規定による当

該納付命令の全部を取り消す審決が確定したとき。

（３）公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条の２第１８

項又は第２１項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。

（４）乙又は乙の代理人が刑法第９６条の６若しくは同法第１９８条又は独占禁止法

第８９条第１項の規定による刑が確定したとき。

２乙は、契約の履行を理由として、前各項の違約金を免れることができない。

３第１項の規定は、甲に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合におい

て、甲がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。

（違約金に関する延滞金）

第２３条乙が前条に規定する違約金を甲の指定する期日までに支払わないときは、

乙は、当該期日を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、年５．０％の

割合で計算した額の延滞金を甲の指示に基づき支払わなければならない。

（支払状況の確認）

第２４条乙は、賃金等の支払については、履歴書等の採用関係書類、出勤簿等の勤

務状況確認書類に基づき、勤務実績に応じて適正に支給を行わなければならない。

特に、乙が複数の事業を受託している場合は、それぞれの事業での個人別等の業

務分担表を作成し、明確に業務分担を行うものとする。

２乙は、旅費等の支払については、出勤簿、活動日誌、復命書及び帳簿等に基づき、

実績に応じて適正に支給を行わなければならない。なお、旅費等の支給が概算払

いで行われている場合は、出張後に旅費の精算を適正に行うこととする。特に、

中止された出張等について旅費の回収を適正に行うこととする。また、航空賃を

支給する旅費については、領収書及び搭乗券の半券の提出により搭乗日だけでな

く、パック割引、早期割引などの適用の有無についても確認し、適正な支給に努

めなければならない。

３乙は、物品・役務等は契約のとおり納品・履行されたことを確認して支払いを行

わなければならない。このとき、必要に応じ帳簿等と照らし合わせて確認するも

のとする。

（属性要件に基づく契約解除）

第２５条甲は、乙が次の各号の－に該当すると認められるときは、何らの催告を要

せず、本契約を解除することができる。

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、

法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所を

いう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に
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関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。

以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以

下同じ。）であるとき

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者

に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしていると

き

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供

与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関

与しているとき

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用

するなどしているとき

（５）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有してい

るとき

（行為要件に基づく契約解除）

第２６条甲は、乙が自ら又は第三者を利用して次の各号の－に該当する行為をした

場合は、何らの催告を要せず、本契約を解除することができる。

（１）暴力的な要求行為

（２）法的な責任を超えた不当な要求行為

（３）取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為

（４）偽計又は威力を用いて支出負担行為担当官の業務を妨害する行為

（５）その他前各号に準ずる行為

（表明確約）

第２７条乙は、前２条各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ、将来にわ

たっても該当しないことを確約しなければならない。

２乙は、前２条各号の－に該当する者（以下「解除対象者」という。）を下請負人

等（下請負人（下請が数次にわたるときは、すべての下請負人を含む。）及び再

受託者（再委託以降のすべての受託者を含む。）並びに自己、下請負人又は再受

託者が当該契約に関して個別に契約する場合の当該契約の相手方をいう。以下同

じ。）としないことを確約しなければならない。

（下請負契約等に関する契約解除）

第２８条乙は、契約後に下請負人等が解除対象者であることが判明したときは、直

ちに当該下請人等との契約を解除し、又は下請負人等に対し契約を解除させるよ

うにしなければならない。

２甲は、乙が下請負人等が解除対象者であることを知りながら契約し、若しくは下
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請負人等の契約を承認したとき、又は正当な理由がないのに前項の規定に反して

当該下請負人等との契約を解除せず、若しくは下請負人等に対し契約を解除させ

るための措置を講じないときは、本契約を解除することができる。

（契約解除に基づく損害賠償）

第２９条甲は、第２５条、第２６条及び前条第２項の規定により本契約を解除した場

合は、これにより乙に生じた損害について、何ら賠償ないし補償することは要し

ない。

２乙は、甲が第２５条、第２６条及び前条第２項の規定により本契約を解除した場合

において、甲に損害が生じたときは、その損害を賠償するものとする。

（不当介入に関する通報・報告）

第３０条乙は、自ら又は下請負人等が、暴力団、暴力団員、社会運動・政治運動標

ぼうゴロ等の反社会的勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当

介入」という。）を受けた場合は、これを拒否し、又は下請負人等をして、これ

を拒否させるとともに、速やかに不当介入の事実を甲に報告するとともに、警察

への通報及び捜査上必要な協力を行うものとする。

（疑義の決定）

第３１条この契約に定めのない事項又はこの契約に関し生じた疑義については、そ

の都度、甲と乙が協議のうえ決定するものとする。

この契約の成立の証として、本契約書２通を作成し、双方記名押印のうえ、甲、乙

それぞれ１通を保有する。

平成年月日

住所

支出負担行為担当官

静岡労働局総務部長生方勝印

甲

住所

受託者名

乙

印

ｸﾞ
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別紙１

人材不足分野における人材確保のための

雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）実施計画

受託者名

０

2０

委託事業の事項 委託事業の内容

事業期間 平成年月日～平成年月日

委託費の額 円



別紙２

人材不足分野における人材確保のための

雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）委託喪交付内訳

受託者名

●

2１

委託対象経費区分 委託費の額

１管理費

（うち人件饗）

円

（円）

２事業費 円

３梢費税 円

合計 円



(様式第５号）

番号

平成年月日

受託者殿

支出負担行為担当官

静岡労働局総務部長

人材不足分野における人材確保のための

雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）変更通知書

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実；

ス）実施計画書に下記の変更の必要が生じたので別紙のとおり通知します。

(啓発実践コー

記

変更事項１

変更理由２

2２



(様式第６号）

番号

平成年月日

支出負担行為担当官

静岡労働局総務部長殿

受託者名印

人材不足分野における人材確保のための

雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）変更承認申請書

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コー

ス）実施計画書を下記により別紙１及び別紙２のとおり変更したいので申請しま

す。

記

変更事項１

変更年月日２

変更理由３

当初契約額４

変更後契約額
－

０
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別紙１

人材不足分野における人材確保のための

雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）実施計画

受託者名

※事業費の内訳は別紙２「人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促

進事業（啓発実践コース）費積算内訳」のとおり

2４

委託事業の事項 委託事業の内容

事業期間 平成年月日～平成年月日

委託費の額 円



BIl紙２

人材不足分野における人材確保のための

雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）費赦算内訳

受託者名

2５

委託事業対象経費 委託費の額 備考

円

合計



(様式第７号）

人材不足分野における人材確保のための

雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）変更委託契約書

平成年月日付けで、委託者支出負担行為担当官静岡労働局総務部長

生方勝（以下「甲」という。）と（以下「乙」という。）との間

で締結した「人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実

践コース）委託契約書」について、当該契約書第６条に基づき、下記のとおり契約を

変更する。

記

１第５条第１項中「金○○○，○○○円（うち消費税額及び地方消費税額金○○○，

○○○円）」を「金○○○，○○○円（うち消費税額及び地方消費税額金○○○，○

○○円）」に変更する。

２第１条の別紙１「人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業

（啓発実践コース）実施計画」を別紙１のとおり変更する。

３第２条の様式第３号「人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進

事業（啓発実践コース）実施計画書」を平成年月日付け「○○○○

事業変更承認申請書」に変更する。

４第５条の別紙２「人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業

（啓発実践コース）委託費交付内訳」を別紙２のとおり変更する。

この契約の成立の証として、本契約書２通を作成し、双方記名押印のうえ、甲、乙

それぞれ１通を保有する。

平成年月日

甲住所

支出負担行為担当官

静岡労働局総務部長 生方勝印

乙住所

受託者名 印
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別紙１

人材不足分野における人材確保のための

雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）実施計画

受託者名

2７

委託事業の事項 委託事業の内容

事業期間 平成年月日～平成年月日

委託費の額 円



別紙２

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）委託費交付内訳

受託者名

（単位：円）

2８

委託対象経費区分 当初契約額 変更契約額 増△減

１管理費

（うち人件費） （） （） （）

２事業費

３消費税

合計



(様式第８号）

番号

平成年月日

支出負担行為担当官

静岡労働局総務部長殿

受託者名印

人材不足分野における人材確保のための

雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）中止（廃止）承認申請書

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コー

ス）を下記により中止（廃止）したいので申請します。

記

中止（廃止）する事業内容１

中止（廃止）理由２

中止期間（廃止年月日）３

2９



(様式第９号）

番号

平成年月日

支出負担行為担当官
静岡労働局総務部長殿

受託者名印

人材不足分野における人材確保のための

雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）実施状況報告書

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コー

ス）実施状況を別添により報告します。

3０



別添

人材不足分野における人材確保のための

雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）実施状況報告書

受託者名

１事業実施状況

２経費状況

（１）収入 (単位：円）

(単位：円）(２）支出

3１

区分

内容

計画 実施状況及び見込
備考

区分 受入済額
今後の受入

予定額
合計 備考

区分 支出済額
今後の支出

見込額
合計 備考



(様式第１０号）

番号

平成年月日

支出負担行為担当官

静岡労働局総務部長殿

受託者名印

人材不足分野における人材確保のための

雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）実施結果・精算報告書

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コー

ス）の実施結果・精算について下記のとおり報告します。

記

１実施結果報告（別紙１のとおり）

２精算報告（別紙２のとおり）

（１）委託契約額金 円也

也
也
也
也

円
円
円
円

金
金
金
金

支出額

差引額

雑収入

返還額

１
Ｊ
Ｊ
１

２
３
４
５

く
く
く
く

((1)－(2)）

(預金利息等）

((3)＋(4)）

３委託費支出内訳明細（別紙３のとおり）

3２



別紙１

人材不足分野における人材確保のための

雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）実施結果

受託者名

3３

区分 計画内容 具体的実施状況 備考



別紙２

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）委託費支出等実績

受託者名

(単位：円）

記載上の注意：委託費交付内訳の委託事業対象経費区分ごとに記入すること。なお、収入が生じた場合は、区分欄に別途当該事項を記入のう

え計上すること。

3４

区分 委託契約額 流用増減額 ①流用後の額 ②支出額 (①－②） 利息等収入 返還額 備考

合計



別紙３

人材不足分野における人材確保のための

雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）委託費支出内訳明細

受託者名

3５

委託事業対象経費 支出額 備考

円

合計 円



(様式第１１号）

番号

平成年月日

(受託者）殿

支出負担行為担当官

静岡労働局総務部長生方勝

人材不足分野における人材確保のための

雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）委託費確定通知書

平成年月日付け「人材不足分野における人材確保のための雇用管

理改善促進事業（啓発実践コース）委託契約書」により契約を締結した平成２７

年度人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コ

ース）の実施に係る委託費の額については、平成年月日付け「人材

不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）実

施結果・緒算報告書」に基づき、人材不足分野における人材確保のための雇用管

理改善促進事業（啓発実践コース）委託要綱第１３条の規定により、下記のとお

り確定したので通知します。

記

１委託契約額金 円也

２確定額金 円也

3６



(様式第１２号）

番号

平成年月日

宮署支出官

静岡労働局長殿

住所

受託者名 印

人材不足分野における人材確保のための

雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）委託費支払請求書

平成年月日付け契約を締結した人材不足分野における人材確保の

ための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）の実施に係る経費として下記金

額を交付されたく請求します。

記

請求金額 円也金１

振込先

振込先金融機関・店舗名

預金種別

口座番号

（力ナ名義）

口座名義

名義人住所

２

3７



別添

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）委託費請求金額（第・四半期）

(単位：円）

3８

委託契約額 支払済額 今回請求金額 残額 備考

Ｆ

円 円 円 円



(様式第１３号）

番号

平成年月日

(受託者）殿

支出負担行為担当官

静岡労働局総務部長

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業

（啓発実践コース）委託費確定通知及び返還命令書

平成年月日付け「人材不足分野における人材確保のための雇用管

理改善促進事業（啓発実践コース）委託契約書」により契約を締結した平成２７

年度人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コ

ース）の実施に係る委託費の額については、平成年月日付け「人材

不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）実

施結果・精算報告書」に基づき、人材不足分野における人材確保のための雇用管

理改善促進事業（啓発実践コース）委託要綱第１３条の規定により、下記のとお

り確定したので通知する。

なお、確定額を超えて、すでに交付されている委託費及び交付した委託費によ

り発生した収入については、人材不足分野における人材確保のための雇用管理改

善促進事業（啓発実践コース）委託要綱第１５条及び人材不足分野における人材

確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）委託契約書第１４条第２

項の規定により平成年月日までに下記金額の返還を命ずる゜

記

１委託契約額金円也

２確定額金 円也

３返還額

①委託費の残額

②預金利息

金

也円
円
円

3９



(様式第１４号）

番号

平成年月日

支出負担行為担当官

静岡労働局総務部長殿

受託者名印

人材不足分野における人材確保のための

雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）再委託承認申請書

平成２７年度人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発

実践コース）の実施にあたり、その一部を下記により再委託することとしたいので申

請します。

記

再委託の相手方

住所

氏名

１

２再委託を行う業務の範囲

３再委託の必要性

４委託する相手方が委託される業務を履行する能力

５再委託を行う金額

※見積書等の経費内訳を添付すること。

(注）再委託先が複数の場合は、再委託先毎の内容がわかるよう記載すること。

4０



(様式第１５号）

番号

平成年月日

支出負担行為担当官

静岡労働局総務部長殿

受託者名印

人材不足分野における人材確保のための

雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）再委託内容変更承認申請書

平成２７年度人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発

実践コース）の実施にあたり、その一部を再委託することとし、平成年月

日付けで承認を受けた内容を下記のとおり変更することとしたいので申請します。

記

※見積書等の経費内訳を添付すること。

(注）再委託先が複数の場合は、再委託先毎の内容がわかるよう記載すること。

4１

Ｐ

(変更前） (変更後）

１再委託の相手方

２再委託を行う業務の範
囲

３再委託の必要性

４変更後の事業者が委託
される業務を履行する能力

５再委託を行う金額



(様式第１６号）

番号

平成年月日

支出負担行為担当官

静岡労働局総務部長殿

受託者印

財産処分承認申請書

今般、平成２７年度人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業

（啓発実践コース）により取得した財産について、下記のとおりの処分を認められた

いので、委託要綱書第１８条の規定により承認申請いたします。

記

1．財産の品目

２．数量

３．取得年月日

４．取得価格

５．取得後の使用状況

６．処分事由及び方法

※受託者が買取を希望する場合は、買取理由、賀取希望額及び算定方法も記載す

ること。

4２



(様式第１７号）

履行体制図

【履行体制図に記載すべき事項】

･各事業参加者の事業名及び住所

･契約金額（乙が再委託する事業者のみ記載のこと。）
･各事業参加者の行う業務の範囲

･業務の分担関係を示すもの

【履行体制図の記載例】

4３

事業者名 住所 契約金額 業務の範囲

Ａ 東京都○○区・・・ 円

Ｂ



(様式第１８号）

番号

平成年月日

支出負担行為担当官

静岡労働局総務部長殿

受託者名印

履行体制図変更届出書

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）

委託契約書第１１条第２項の規定により、下記のとおり届け出します。

記

1．契約件名（契約締結時の日付番号も記載のこと。）

2．変更の内容

3．変更後の体制図

4４



｢人材不足分野における人材確保のための

雇用管理改善促進事業」 (啓発実践． ス）￣－

様仕 書
静
職

岡
業

労
安

働
定

局
部



１件名

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業（啓発実践コース）

２事業実施期間

契約締結日から平成２８年３月３１日までとする。

３事業の概要

人材不足分野のうち、今後ますます需要の拡大が見込まれる介遡分野や、復興事業

の本格化、アベノミクスによる公共事業の増加、２０２０年東京五輪開催決定に伴う需要

の拡大が見込まれる建設分野においては、殖用管理の改善に関する法律に基づき策定

される雇用管理改善計画において事業主が取り組むべき雇用管理改善の方向性がある

程度示されているが、両分野がそれぞれ抱える構造的な特性の影響もあり、個々の事

業主における雇用管理改善の取組を通じた「魅力ある職場づくり」に対する意識は高

いとは言えない状況にある。

また、介護分野では、高齢化が進む中で介襲需要の拡大が見込まれることから、介

護を担う人材の確保が喫緊の課題とされ、建設分野においても、少子高齢化が進む中

で若年層の構成比率の減少が顕著であり将来的な技能労働者の不足が強く懸念されて

いる。

このため、これらの分野においては、雇用管理改善を通じた「魅力ある職場づくり」

の必要性やメリット等についてセミナーを開脳することにより広く普及・啓発すると

ともに、個別の企業に対しても積極的な訪問相談により「魅力ある職場づくり」の必

要性やメリットの啓発を行い更には具体的な取組を促すことにより、業界全体で「魅

力ある職場づくり」への意識の底上げを図り、高い意欲と能力を持つ労働者が安心し

て働くことのできる労働環境のための雇用管理改善を推進し、将来を担う若年労働者

等を含む人材の確保を図る゜

４調達単位

啓発実践コースは、介蝋分野又は建設分野を選択した分野（｢対象分野」以下同じ）

の区分ごとに調達を行うため、「７事業内容」を踏まえて、実施を希望する対象分野に

おける企画を提案すること。

事業実施地域

各都道府県を区域とする。

￣

｡

６対象とする人材不足分野

－１‐



以下の(1)及び(2)とする。

(1)介護分野

日本標準産業分類の小分類854に該当する分野

(2)建設分野

日本標準産業分類の大分類Ｄに該当する分野

なお、(2)建設分野のうち特定の分野を対象とすることを希望する場合は、日本

標準産業分類（平成２５年１０月改訂）の中分類～細分類の単位で具体的な分野を

提案すること（但し、可能な限り広く実施することが望ましいこと)。

（例）職別工事業（日本産業分類中分類０７に該当する分野）

７事業内容

本事業が円滑に進められるよう、少なくとも以下の点について、業務の遂行を確保

すること。

また、業務の遂行に当たっては、企画内容を提案した書類（以下「提案書」という）

の内容を基本に、本事業の趣旨に沿ったより効果的なものとなるよう逐次、静岡労働

局職業安定部職業対策課（以下「職業対策課」という｡）と協議すること。

なお、提案書には、以下の業務の実施スケジュールも含め、全て記戦すること。さ

らに、本仕様書記戦事項以外にも、有意義と考えられる企画があれば提案すること。

（１）啓発実践推進委員会の設置

受託者は、事業の計画的かつ効果的な実施のため、事業の企画立案や事業の実施

計画の策定・進捗管理、報告書のまとめ等を行う啓発実践推進委員会を設置する。

ア受託者は、下記(2)から(5)に掲げる業務の企画立案、実施計画の策定・進捗管

理等を行うため、啓発実践推進委員会を設置する。

イ啓発実践推進委員会は、年２回から４回程度開催する。なお、労働局の求めに

応じて事業の進捗状況を報告すること。

ウ委員の数は、委員長を含め原則として６人を上限とする。

エ啓発実践推進委員会は、業界団体等の関係者、学識経験者・実務家等により櫛

成すること。（建設分野については、可能な限り国土交通省地方整備局や都道府県

建設業主幹部局の担当者を加えること｡）

オ委員には、謝金、旅費を支出することができる。

力啓発実践推進委員会には、職業対策課がオブザーバーとして参加する。

キ受託者は、下記(2)ｲの雇用管理改善啓発セミナー及び(3)適正な雇用管理に係る

個別的な普及・啓発の実施より前にDMjiされる啓発実践推進委員会において、国

の雇用管理改善計画や業界内の各種提言等を踏まえて事業主が重点的に取り組む

べきと考えられる雇用管理制度を提案すること。また、普及啓発する企業の企業

規模や地域のバランスを考慮した事業計画を説明すること。

‐２‐



｝適正な雇用管理に係る集団的な普及・啓発の実施

受託者は、適正な鳳用管理に係る集団的普及・啓発の実施として、以下の取組を行

う。

ア普及・啓発等のためのリーフレット等の作成・配付

受託者は、本事業の趣旨・目的や、雇用管理改善を通じた「魅力ある職場づく

り」の必要性やメリット等を盛り込んだリーフレット（片面又は両面１枚程度の

もの）を作成し、対象分野の業界団体や経済団体等に対して会員企業向けの周知・

広報を依頼するほか、関係行政機関に対してリーフレットの配置を依頼するなど、

本事業の活用促進のための周知・広報を行うこと。

なお、リーフレットの作成・配付に当たっては、必要に応じて以下の事項につ

いて業界団体等に対するヒアリングを実施するなど、業界団体等と連携すること。

（ｱ）業界全体の動向、先行き

（ｲ）業界の人材不足の状況とその要因

（ｳ）従業員の雇用管理上の共通課題

に）課題の解決に向けた業界団体としての方策.考え

は）その他、本事業を効果的に進めるに当たり必要だと考えられる事項

(2)

イ雇用管理改善啓発セミナー

受託者は、対象分野における雇用管理改善の気運を高めるため、以下の事項を

全て含んだセミナーを原則３回以上開催する。

雇用管理改善啓発セミナーの参加者数は合計１５０人以上を目標とする。

（ｱ）対象分野における労働情勢、雇用環境の現況と課題

（ｲ）雇用管理改善を通じた「魅力ある職場づくり」の必要性やメリット

（ｳ）社会保険ilill度の加入促進の意義

に）労働基準関係法令の遵守

は）雇用管理改善に取り組む事業主に対する国の支援施策

（力）雇用管理に係る意識アンケート（下記７(3)(ｲ)ｂの相談支援の希望に係る項目

を含む）

(3)適正な雇用管理に係る個別的な普及・啓発の実施

受託者は、適正な雇用管理に係る個別的普及・啓発の実施として、中小企業に雇

用管理アドバイザー（Ⅱ(2)イ「雇用管理アドバイザーの配置」を参照）を派遣し、

以下の取組みを行う。

アー般啓発（短期啓発）

受託者は、対象分野の啓発対象となる中小企業を訪問し、適正な雇用管理に係

る普及・啓発を行う。

‐３‐



(ｱ）一般啓発の対象企業

一般啓発の対象企業（以下「一般啓発対象企業」という）は、常時５人以上

の労働者を雇用する雇用保険適用事業主であって、原則として以下のいずれか

に該当する中小企業の中から選定すること。

但し、上記６(])の区分（介護分野）においては、雇用保険適用後１年以上５

年未満の企業に限るものとする。

ａ上記７(2)アの実施に伴い業界団体等から普及啓発の推薦等があった企業

（業界団体の会員企業及び会員企業と関係のある企業のほか、その他推薦等

があった企業を含む）

ｂその他、啓発実践推進委員会又は職業対策課が提示する企業、又は提示す

る基準に該当する企業

一般啓発対象企業に対する取組内容

上記７(3)ア(ｱ)の企業を対象に以下の取組を実施する。

雇用管理改善を通じた｢魅力ある職場づくり」の必要性やメリットについて

理解させるとともに､具体的な雇用管理改善を検討するよう啓発する｡その際、

各訪問企業の雇用管理の状況に応じて、上記７(2)イの雇用管理改善啓発セミナ

ーに準じた普及啓発を行うものとする。

上記ａが契機となり､具体的な雇用管理改善に向けた相談支援が必要となっ

た事業主等に対して､下記(a)から(9)に留意の上､雇用管理制度導入のための

相談支援及び制度提案を実施する。

(a）一般啓発対象企業の抱える雇用管理上の課題を離職率や労働条件､雇用管

理の取組みの現状等を聴取するなどにより的確に把握すること。

(b）把握した課題の整理･分析を行い、その解消に資する雇用管理制度を提案

すること。

(c）提案した腿用管理制度の導入のための丁寧な助言・援助を行うこと。

(d）雇用管理制度導入のための相談支援及び制度提案は上記ａの啓発を含めＩ

社あたり概ね３人日以内となるよう効果的・効率的に実施すること。

(e）各一般啓発対象企業の概要､雇用管理上の課題､提案した雇用管理制度を

まとめた企業訪問レポート（別紙１）を作成すること。

(f）雇用管理制度導入のための相談支援及び制度提案の対象には､上記ａによ

り啓発を行った企業のほか､以下のような雇用管理改善に係る具体的な相談

支援が必要と認められる企業も対象とすること。

・上記７(2)イの雇用管理改善啓発セミナーに参加し、アンケート調査にお

いて具体的な雇用管理改善に向けた相談支援を希望する事業主

・上記６(1)の区分（介護分野）においては、厚生労働省職業安定局雇用政

(ｲ）

ａ

ｂ
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策謀介護労働対策室が委託実施する「介護雇用管理費任者講習｣、上記

６(2)の区分（建設分野）においては、厚生労働省職業安定局雇用開発部

雇用開発企画課建設・港湾対策室が委託実施する「雇用管理研修」を受

講し、アンケート調査において具体的な雇用管理改善に向けた相談支援

を希望する事業主。

(9)相談支援を通じて雇用管理改善の提案を、上記６(1)の区分（介護分野）

においては３０社以上、上記６(2)の区分（建設分野）においては６０社

以上すること。

イ重点啓発（長期啓発）

受託者は、一般啓発対象企業として上記７(3)ア(ｲ)ｂの相談支援を開始した中小

企業であって、下記(ｱ)に該当する企業を対象に、他の事業主が雇用管理上の課題

に取り組む上で参考となる実践的な事例として普及・啓発することを目的に、長

期の相談支援を実施する。

（ｱ）重点啓発の対象企業

重点啓発の対象企業（以下「重点啓発対象企業」という）は、以下のいずれ

にも該当する企業について、事前に労働局に協議をした上で、一般啓発対象企

業から切り替えて実施することを基本とする。

ａ下記付)の確認事項について事業主の了解が得られる場合であって､企業概

要（従業員数・資本金等の企業規模、対象分野における業種又はサービス区

分、事業内容、創業年など)、雇用管理上の課題、制度導入の経過、制度の概

要、制度導入前後の事業主や従業員の意識の変化等を好事例として公開でき

るケース（但し、企業名については非開示を基本とするが、各事業主の意向

を確認の上で、啓発実践推進委員会又は労働局に協議の上で取扱を決定する

ものとする｡)。

ｂ下記８で示す雇用管理制度のうち、(1)評価･処遇制度、(2)研修体系制度、

または(4)休暇・労働時間制度の項中にあるいずれかの雇用管理制度の導入が

効果的であるケース。

ｃ上記６(1)の区分（介護分野）については、５社以上の一般啓発対象企業か

ら構成される－の集団「地域ネットワーク・コミュニティ」を構築すること

により企業間で相互に連携して凧用管理改善に取り組むケースを対象とする。

「地域ネットワーク・コミュニティ」は、企業の地理的な地域性を踏まえた運

搬、同種の介護サービスを提供する企業の運搬及び包括的に介護サービスを提

供するための企業の連携等により柵築されるものとし、柵成企業全体で同一の

雇用管理改善に取り組む、又は櫛成企業の雇用管理のノウハウを相互に活用し

た雇用管理改善に取り組むこととする。
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ｄ上記６(2)の区分（建設分野）については、原則として常時10人以上の労働者

を雇用する雇用保険適用事業主であること。

(ｲ）重点啓発対象企業に対する取組内容

上記７(3)ア(ｲ)ｂ（a）～(c)の留意事項に加え、以下のａから【に留意のうえ

雇用管理制度導入の相談支援を実施する。

ａ重点啓発対象企業の抱える履用管理上の課題の把握にあたっては、必要に

応じて従業員に対するヒアリングを行うこと。

ｂ必要に応じて専門分野の異なる複数の雇用管理アドバイザーを派遣するこ

とを含め、導入のためのきめ細かな助言援助を行うこと。

ｃ相談支援により雇用管理制度を導入した啓発対象企業に対し、事業主の雇用

管理に対する意識の変化や、従業員の働きがい・働きやすさに関する意識の変

化、今後の継続就業の意思など、当事者の内面的な意識の変容の状況について

も可能な限り聴取すること。

ｄ雇用管理制度導入の相談支援はｌ社あたり概ね１０人日以内となるよう効果

的・効率的に実施すること。

ｅ各重点啓発対象企業の概要、殖用管理上の課題、提案した制度の導入支援の

内容・経緯、制度導入の検討過程で生じた課題とその解決方法、啓発対象事

業主の雇用管理に対する意識の変化、従業員の働きがい・働きやすさ等に関

する意識の変化をまとめた企業訪問レポート（別紙２）を作成すること。

［ａ～ｅの取組を通じて､他の事業主が雇用管理上の課題に取り組む上で参考と

なる実践的な好事例を、上記６(1)の区分（介護分野）においては「地域ネッ

トワーク・コミュニティ」単位で１つ以上、上記６(2)の区分（建設分野）に

おいては１０社以上創出すること。

(ｳ）重点啓発対象企業の選定の際の確認事項

対象企業の選定に当たっては、重点啓発対象企業事業主から以下のａ～ｉの事

項について確認を得ること。

ａ事業所において「雇用管理責任者」を選任し、かつ、その選任した者の氏

名を当該事業所に掲示すること等により周知すること。

ｂ雇用管理アドバイザーによるヒアリング、資料要求に対し、真撃に対応す

ること。

ｃ雇用管理アドバイザーによる従業員へのヒアリングに対し、従業員の理

解・協力を求めること。

ｄ凧用管理アドバイザーのヒアリングを受けた従業員に対し、一切の不利益

取扱、差別的取扱を行わないこと。

ｅ歴用管理アドバイザーの提案する雇用管理制度の導入の可否について、真
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翠に検討すること。

［雇用管理アドバイザーによるフォローアップ等について、真筆に対応する

こと。

ｇ導入した雇用管理制度について、真に人材確保に資する制度となるよう事

業主自ら欄極的に関与し、効果的に運用すること。

ｈ導入する雇用管理制度については、可能な限り労働協約又は就業規則（別

に定める規定を含む｡）に盛り込むこと。なお、これらへの規定がなじまない

制度については、労働者全員対する周知・閲覧が可能となる形で掲示するこ

と。

ｉ導入支援の内容・過程について、他の事業主が雇用管理上の課題に取り組

む上での実践的事例として参考となる場合に、本事業において好事例として

紹介するほか、他の好事例ととりまとめの上で、パンフレットに褐戦する等

により広く普及啓発する予定であること。

(4)雇用管理改善事例の普及・啓発事業

上記７(3)イの重点啓発企業が取り組んだ雇用管理改善について作成された企業

訪問レポート等を踏まえ、好事例や効果的な雇用管理改善方策を普及・啓発する

ためのセミナー（｢魅力ある職場づくり実践セミナー」以下同じ）を年１回開催す

ること。

また、対象分野の事業主に重点啓発企業に係る雇用管理改善の好事例を広く普

及・啓発するためのパンフレット等の広報用資料を作成し、対象分野の業界団体

や経済団体等を通じた周知広報の依頼、関係行政機関に対するパンフレットの配

置の依頼、ホームページヘの掲載等により、魅力ある職場づくりの普及・啓発に

取り組むこと。

なお、パンフレットの櫛成は、下記７(5)報告番作成のｳ(ｴ）「各重点啓発企業に

対する雇用管理制度導入支援の詳細報告」に示しているａ～ｇの項目を踏まえ、重

点啓発対象企業１社あたり４ページ程度にまとめたものを１，２００部作成すること

（企業名については非開示を基本とするが、各事業主の意向を確認の上で、啓発

実践推進委員会又は労働局に協議の上で取扱を決定するものとする)。

(5)報告書の作成

受託者は、上記(1)から(4)の取組内容について、報告書を作成すること.

報告書は、以下の事項について網羅すること。

ア啓発実践推進委員会の設置に関する事項

（ｱ）啓発実践推進委員会の開催状況、資料

Ⅱ）検討内容・議事概要
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イ適正な雇用管理に係る集団的な普及・啓発の実施に関する事項

（ｱ）業界団体等を通じた事業の周知

ａ周知を行った業界団体名

ｂ周知の方法

ｃ周知に際して使用したリーフレット

．実施状況

（ｲ）業界団体等に対するヒアリング

ａヒアリング実施団体一覧

ｂヒアリング結果・概要

（ｳ）雇用管理改善啓発セミナー

ａ出席企業等の一覧（業種別に整理）

ｂセミナー資料

ｃアンケート結果

に）魅力ある職場づくり実践セミナー

ａ出席企業等の一覧（業種別に整理）

ｂセミナー資料

付）好事例をまとめたパンフレット

ウ適正な雇用管理に係る個別的な普及・啓発の実施に関する事項

（ｱ）訪問企業数の業種別・規模別一覧

(ｲ）雇用管理改善啓発セミナーの参加者の雇用管理制度導入支援への移行状況

け）各一般啓発対象企業に提案した雇用管理制度の概要、制度導入進捗状況に

ついて、業種別・企業規模別等により整理・分析したものの報告（各企業訪

問レポートの原本も別途添付する)。各企業訪問レポート及びその整理・分

析

に）各重点啓発対象企業に対する雇用管理制度導入支援の詳細報告

雇用管理アドバイザーから提出された企業訪問レポートを確認・整理の上

で､各重点啓発対象企業に対する雇用管理制度導入支援の内容についてまと

める（企業訪問レポートの原本も別途添付する)。

ａ対象企業の概要

ｂ対象企業の雇用管理上の課題

ｃ既に導入されている雇用管理iliI1度の概要

．提案した制度の導入支援の内容、導入支援のポイント

ｅ制度導入の検討過程で生じた課題とその解決方法

「支援対象事業主の雇用管理に対する意識の変化、従業員の働きがい・働
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きやすさ等に関する意識の変化

９助成金の活用状況

ｈ上記６(1)の区分（介護分野）においては、地域ネットワーク・コミュニ

ティ構築の成果と課題（構成企業ごとに記載する）

ｉその他、他の事業主が雇用管理上の課題に取り組む上で参考になると考

えられる事項

「魅力ある職場づくり」に効果的な雇用管理改善方策の分析

対象分野において、導入支援を通じてどのような雇用管理制度の導入が有

効であったか、その他、制度導入に際して必要だと考えられるノウハウ、

論点等（

エ

８本事業で対象とする雇用管理制度の具体例

雇用管理とは、募集・採用から配置、人材育成、退職管理までの事業主が行う一連

の管理をいい、本事業において取り組む雇用管理制度は以下のものとするが、本仕様

書記峨事項以外に、「魅力ある職場づくり」の実現に有意義と考えられる雇用管理制度

があれば提案すること。

(1)評価・処遇制度

ア採用基準

イ配置・異動基準（※１）

ウ昇進・昇格基準（※１）

エ人事考課・評価制度（※１）

オ賃金体系制度（※１）

（日給制または日給月給制から月給制に変更することを含む）

力賞与制度（※１）

キ退職金制度（※１）

ク諸手当ＩＩｉＩｌ度（※１）

ケ正社員娠換制度

．職務・勤務地限定正社員制度

サその他の評価・処遇制度

(2)研修体系制度

ア教育訓練計画

イ職種別研修（※２）

ウ階層別研修（※２）

エ自己啓発補助制度

オ社内検定制度
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力その他の研修体系制度

(3)健康づくり制度

ア人間ドック（※３）

イ腰痛健康診断（※３）

ウメンタルヘルス相談（※３）

エインフルエンザ予防接種

オその他の健康づくり制度

(4)休暇・労働時間制度

ア所定労働時間の短縮

イ所定外労働時間の削減

ウフレックスタイム制

エ週休二日制の導入

オ年次有給休暇の取得促進

力育児休業制度

キ介護休業制度

ク特別休暇

ケ短時間勤務制度

．その他の休暇・労働時間制度

(5)業務管理・組織管理・人間関係管理制度

アメンター制度（※４）

イカウンセリング制度

ウセクシャルハラスメント、パワーハラスメント、

防止措置

エ朝礼

オ社内報

力提案制度

キ表彰制度

ク苦情処理制度

ケその他の業務管理・組織管理・人間関係管理制度

マタニテイハラスメント等の

(6)福利厚生

ア財形福祉

イ社内預金
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ウ共済制度

エ慶弔金

オレクリエーション

力定年退職前教育

キ企業年金（※１）

クその他の福利厚生制度

９職場定着支援助成金又は建設労働者確保育成助成金等の助成制度の活用促進

上記７(3)の支援を受ける事業主が、就業規則又は労働協約を変更することにより以

下の雇用管理制度を新たに導入する場合には、職場定着支援助成金（本事業において

介護分野が対象)又は建設労働者確保育成助成金(本事業において建設分野が対象)(別

添１参照）の対象となり得る旨を周知し､助成金の活用を希望する事業主に対しては、

都道府県労働局又はハローワークに誘導すること。

（１）評価・処遇制度（８のうち、※１が該当）

通常の労働者に対する評価・処遇制度、昇進・昇格基準、賃金体系制度及び諸手

当制度の導入

（２）研修体系制度（８のうち、※２が該当）

通常の労働者の職務の遂行に必要な知識､･スキル、能力の付与を目的にカリキュ

ラム内容、時間等を定めた教育訓練・研修制度の導入

（３）健康づくり制度（８のうち、※３が該当）

通常の労働者に対する法定の健康診断（労働安全衛生規則第４３条及び第４４条に

基づいて事業主が行わなければならないとされる項目）以外の健康づくりに資する

制度（人間ドック、生活習慣病予防検診、腰痛健康診断、メンタルヘルス相談）の

導入

（４）メンター制度（８のうち、※４が該当）

会社や配属部署における直属上司とは別に、指導・相談役となる（メンター）が

若手（メンティ）をサポートする制度の導入

10若者応援企業宣言の促進

支援対象企業に対し、若者を自社の正社員として採用すること及び長期的に育成す

ることに積極的に取り組むためにハローワークに求人を提出する場合には、「若者応援

企業宣言」（別添２参照）の対象となり得る旨を周知し、宣言を希望する企業に対して

は、ハローワークに誘導すること。

11業務の実施に係る組織・人員体制

本事業の適切な実施を担保するため、以下の組織・人員体制を確保し、委託開始日
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から速やかに事業を開始すること。

(1)事務所の設置

ア受託者は、事業を統括し、職業対策謀と密接な連拠を図るための拠点を労働局

管内にｌか所設置すること。但し、既に労働局管内に事務所が設置されている場

合は、新たに設置する必要はない。

事務所には、ＰＣや電話等による連絡が可能な体制を整備すること。

(2)人員体Ilill等

ア啓発実践コーディネーターの配置

（ｱ）受託者は、上記(1)の事務所に、本事業の進捗管理及び調整等を行う職員を配

１mすることができる（下記の)の業務が実施可能であれば、常駐または専任の

職員である必要はないこと)。

（ｲ）兼任の職員を配置する場合は、本事業の業務に従事した時間と、本事業以外

の業務に従事した時間を明確に区別できるようにする等、適切な勤務管理を行

うこと。

け）啓発実践コーディネーターは、上記７の事業内容の業務を遂行するため以下

の業務を行う。

ａ本事業の庶務・経理業務（受託者の総務部門で行うことも可）

ｂ職業対策課との連絡調整

ｃ啓発実践推進委員会、雇用管理改善啓発セミナー及び魅力ある職場づくり実

践セミナーの企画・実施。

ｄ本事業に係るリーフレットの作成、配付

ｅ一般啓発対象企業、重点啓発対象企業に係る企業と雇用管理アドバイザーと

イ

本事業に係るリーフレットの作成、配付

一般啓発対象企業、重点啓発対象企業に係る企業と雇用管理アドパイ

の連絡調整

服用管理アドバイザーから提出された企業訪問レポートの整理・分析

報告書の作成

下記]４の本事業の目標の達成状況の調査

その他本事業の実施に必要な業務

［

ｇ

ｈ

イ雇用管理アドバイザーの配置

（ｱ）受託者は、上記７(3)の個別的な普及・啓発を行う雇用管理アドバイザーを配

置すること。

Ⅱ）雇用管理アドバイザーは、本事業の専任である必要及び事務所に常駐する必

要はなく、例えば受託者に登録又は受託者と契約している人材を活用するなど、

必要に応じて支援対象企業に派遣できる体制が確保されていれば足りるものと

する。

（ｳ）雇用管理アドバイザーは、社会保険労務士、中小企業診断士、その他本事業
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で対象とする雇用管理制度の導入提案を行うのに十分な知識・経験を有すると

認められる者を派遣すること（条件を満たす場合に、上記アの啓発実践コーデ

ィネーターが兼務することは差し支えないが、それぞれの業務に従事した日又

は時間を区別できるようにすることとし、人件費及び謝金の重複支給は認めら

れない)。

(ｴ）雇用管理アドバイザーは、一般啓発対象企業及び重点啓発対象企業に対して、

以下の業務を行う。

ａ雇用管理を通じた「魅力ある職場づくり」の必要性、メリットの理解促進、

及び具体的な雇用管理改善の取組の啓発。

ｂ訪問企業事業主の切礎琢磨を促進

ｃ上記７(3)の雇用管理制度導入支援

ｄ啓発実践推進委員会における担当事例についての進捗状況等の報告

ｅ魅力ある職場づくり実践セミナーにおける担当事例についての事例紹介

【企業訪問レポートの作成・提出、報告書作成時の支援

は）厄用管理アドバイザーに対しては、謝金を支出することができる。

１２定例報告

以下の事項等について、四半期ごとの状況を、翌月１０日（ただし、第４・四半期に

おいては、平成２８年３月３１日）までに職業対策課に報告すること。

（１）啓発実践推進委員会実施状況及び委員会資料

（２）服用管理改善啓発セミナー実施状況及びセミナー資料

（３）普及啓発訪問企業の実績一覧（別紙３）

（４）一般啓発及び重点啓発対象企業の導入支援進捗状況報告（別紙４）

（５）その他労働局が求める事項

]３成果物の提出

（１）納入物

ア報告書（紙媒体）３部

イ報告書（CD-R又はDVD-R） 1部

(2)納入期限及び納入場所

ア納入期限平成28年３月３１日まで

イ納入場所職業対策課

１４事業の目標

本事業は､７(3)ア(ｲ)ｂ(9)及びイ(ｲ)ｆの一般啓発対象企業と重点啓発対象企業の目標
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企業数等に加えて、以下の目標を定める予定であることから、この達成に向けた効果

的な事業遂行に努めること。なお、調査方法については労働局から別途指示すること

とする。

(1)アウトプット指標

本事業により雇用管理改善の相談支援を受けた事業主のうち、実際に雇用管理制

度の導入を図つた事業主の割合80％以上

(2)アウトカム指標

本事業により雇用管理改善の相談支援を受け、かつ実際に雇用管理(Iill度の導入を

図つた事業主の事業所における制度導入から一定期間経過後の従業員の離職率が

別途示す離職率以下であること。

１５支出対象経費

受託者が、委託費として計上することができる経費は、本事業の実施に必要な経費

に限られており、本事業の目的・性質になじまない経費を委託費に計上することはで

きない。

委託事業の遂行に必要と認められる経費は、具体的には以下のとおり。

（１）事業費

ア啓発実践推進委員会の設置

検討委員会委員に対する謝金及び旅費、リーフレット等の賀料等作成費、通信

運搬費、会議費、会場費、その他の経費

イ集団的な普及・啓発事業

（ｱ）業界団体等を通じた事業の周知

労働局管内業界団体等への訪問旅費、資料等作成費、通信運搬饗、その他の

経費

Ⅱ）業界団体等に対するヒアリング

労働局管内業界団体等への訪問旅費、資料等作成費、通信運搬費、その他の

経費

（ｳ）凧用管理改善啓発セミナー

資料等作成費、通信運搬費、会議費、会場費、事務局旅費、外部講師に対す

る謝金及び旅費、その他の経費

ウ企業訪問による個別的な普及ｐ啓発事業

（ｱ）１，１用管理アドバイザーに対する謝金及び旅費

（※謝金及び旅費をあわせて１社ｌ人日あたり概ね１万７千円程度（企業訪問前

の単備や企業訪問レポートの作成への謝金を含む）を基本とするが、効率的且

つ効果的な支援により雇用管理制度導入支援のための訪問日数が短縮可能な場
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合は、この限りでない｡）

（ｲ）資料等作成費、その他の経費

エ魅力職場づくり実践セミナー

資料等作成費、通信運搬費、会議費、会場費、事務局旅費、雇用管理アドバイ

ザーに対する謝金及び旅費、その他の経費

オ報告書の作成

報告書の作成に要する経費、その他の経費

※上記６(5)ウに)の重点啓発対象企業に係る詳細報告の執筆について、啓発実践

コーディネーター以外に依頼する場合は、１企業あたり２万円以内で謝金の支

払いを可能とする。

(2)人件費

ア給与等

啓発実践コーディネーターの給与（各種手当、賞与含む）

イ諸税及び負担金

社会保険料及び労働保険料事業主負担分

(3)一般管理費（上記(1)に掲げるものは除く｡）

ア旅費

職業対策謀との連絡調整に係る交通費等

イ庁費

備品費、印刷製本費、通信運搬費、消耗品、光熱費、借料、回線使用料、福利

厚生費等

※一般管理費は、当該事業の実施に要する経費のみとし、受託者の他の事業及び

職員に係る経費は認められない。

(4)再委託費

再委託費は、委託事業の一部について、受託者以外の者に再委託するのに要する

経費（雇用管理アドバイザーに対する謝金及び旅費の支払いは再委託費とはみなさ

ないものであること｡)。ただし、再委託割合が50％を超えないこと。

１６危険負担

受託者は、本業務に従事する職員等の要員の資質、規律保持、風紀及び衛生並びに

健康に関すること等の人事管理及び要員の責めに起因して発生した火災、盗難等不祥

事が発生した場合の一切の責任を負うこと。

なお、その他危険負担については、別紙５「危険負担表（啓発実践コース)」のとお
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りとする。

１７業務実施に留意すべき事項

（１）関係法令及び関係通達等の改廃への対応

年度途中で関係法令及び関係通達等が改廃された場合は、業務方法を変更するこ

とがある。

なお、変更する際は、労働局は予算額の範囲内で契約金額を変更することができ

ることに留意すること。

(2)委託者の監督等

本業務の実施に関して、労働局の監督・指示に従わなければならない。また、本

業務の実施に際し、労働局からの質問や臨時の検査、資料の提示等の指示に従わな

ければならない。

(3)行政機関の情報公開

本業務の入札、契約及び業務の実施に当たって作成し、委託者に提出するすべて

の文書（紙媒体以外の媒体に記録されている情報を含む｡）は、行政文書として情報

公開請求の対象となり得るので留意すること。

､

(4)書類の備付け及び保存

本業務の実施経過並びに本業務に係る収入及び支出の関係を明らかにする帳簿及

び一切の証拠書類並びに業務内容に係わる書類等を国の会計及び物品に関する規定

に準じて整備すること。

(5)備品等の管理

本事業の実施に関して、備品等を鰯入した（貸与を受けた）場合、受託者におい

ては、一覧表を作成し、購入（貸与）年月日、購入（貸与）理由、廃棄（返還）年

月日を記し、適切な維持管理を行うこと。

(6)法令の遵守

受託者は、本業務を実施するにあたり、適用を受ける関係法令を遵守しなくては

ならない。

(7)安全衛生

受託者は、本業務に従事する者の労働安全衛生に関する労務管理については責任

者を定め、関係法令に従って行わなければならない。
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(8)禁止行為

受託者において、本業務に従事する者は、次の事項に該当する行為をしてはなら

ない。

ア偽りその他不正の手段を用いる行為

イ本業務以外の業務に使用するために個人情報及び企業情報を収集又は使用する

行為

ウ事業者に対して、金品若しくは役務の提供を要求する行為

エ事業者から金品、手数料若しくは報酬を徴収又は事業者に対して金品等を与え

る行為

(9)宣伝行為の禁止

受託者及びその業務に従事する者は、「厚生労働省」又は「労働局」の名称並びに

シンボルマーク、啓発実践コーディネーター、雇用管理改善アドバイザー等の本業

務上の地位・名称を受託者が自ら行う本業務以外の業務の宣伝に無断で使用しない

こと。

(10)身分を示す証明書の提示

受託者は、本業務に従事する者が、支援対象事業所の開拓を行うに当たっては、

労働局が承認し受託者が発行するその身分を示す証明書を携帯し、関係人にこれを

提示すること。

(Ⅱ)委託事業の引継ぎ

委託事業が終了（中止含む）し、本事業を受託する予定の次の事業者（以下「後

任者」という｡）が受託者と同一でない場合には、受託者は後任者に対し、後任者決．

定日から後任者が受託した委託契約開始予定日前日までの間に事業実施状況等につ

いて確実に引継ぎを完了し、後任者が本事業を行うに当たって、支障がないように

すること。

なお、受託者及び後任者は、引継ぎ終了後、引継ぎの内容及び範囲を速やかに職

業対策謀に報告すること。

(12)再委託

本事業を行うに当たって、委託内容の業務の一部を再委託する予定があるものに

ついては、企画書に、再委託する業務の内容、再委託する相手方企業（案）及び再

委託を行う理由を記載すること.なお、再委託に当たっては、以下の点に留意する

こと。
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ア受託者は事業の実施にあたり、その全部について一括して再委託を行ってはな

らない。また、委託業務における総合的な企画及び判断並びに業務遂行管理部分

は再委託してはならない。

イその一部について再委託を行う場合には、受託者は原則としてあらかじめ再委

託先に委託する業務の範囲、再委託を行うことの合理性及び必要性、再委託先の

履行能力並びに報告徴収その他運営管理の方法について書面により申し出た上で、

委託者の承認を得なければならない。なお、その場合であっても、委託費の金額

に対する再委託に要した経費の割合が５０％を超えてはならない。また、上記(1)

から(11)並びに下記(１３)及び(14)については再委託先は受託者と同様の義務を負

うものとする。

ウ再委託する場合は、その最終的な責任は受託者が負う。

(13)著作権等

ア事業実施によって得られる全てに係る著作権、その他の諸権利は労働局に帰属

するものであること。

イ受託者は、本業務の実施状況を公表しようとするときは、あらかじめ労働局の

承認を受けなければならない。

(14)秘密の保持

ア受託者は、契約の履行に当たり業務上知り得た情報については、他人に漏らし

たり、他に利用するための情報として提供してはならないこと。

イ受託者は、業務を行うために個人情報を取り扱う場合には、個人情報の保護に

関する法律（平成１５年法律第５７号）の規定を遵守し、個人情報に係る苦悩及び

法令違反と認められる事例が発生した場合又は発生するおそれがあることを知っ

た場合には、速やかに委託者に報告するとともに、その指示に基づき、被害の拡

大の防止、復旧等のために必要な措置を講じること。なお、職業対策課から求め

られた場合には、本人の同意を得て、それらの者の個人情報を提供することがで

きる。

(15)協議

アその他、仕様書の記載のない事項については、受託者と職業対策課との間で別

途協議するものであること。

イ平成２７年４月１日までに平成２７年度政府予算案が成立しない場合は、契約内

容について別途協識するものであること。
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１８競争に参加する者に必要な資格に関する事項

（１）予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、

被保佐人又は被補助人であっても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、

同条中、特別の理由がある場合に該当する。

(2)予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。

(3)労働局から業務に関し、指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。

(4)平成２５．２６．２７年度の厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）において、「役

務の提供」で「Ｂ｣、「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付けされ、事業を受託しようとす

る地域を含む競争参加資格を有する者であること。（地域：東海・北陸）

(5)次に掲げるすべての事項に該当する者であること。

なお、本公示における法令違反した者の範囲については、金融商品取引法（昭和

２３年法律第２５号）第１９３条の規定に基づく財務諸表等の用語、様式及び作成方法に

関する規則（昭和３８年大蔵省令第５９号）に定められた用語のうち「親会社、「子会

社｣、「関連会社｣、「連結会社」の範囲とする。

ア提案書類提出時において、過去５年間に職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）

又は労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律

（(昭和６０年法律第８８号）（第三章第四節の規定を除く｡)）の規定又はこれらの

規定に基づく命令若しくは処分に違反していないこと（これらの規定に違反して

是正指導を受けたもののうち、提案書類提出時までに是正を完了しているものを

除く｡)。

イ次の各号に掲げる制度が適用される者にあっては、この入札の入札書提出期限

の直近２年間（は)及び(力)については２保険年度）の保険料について滞納がない

こと。

（ｱ）厚生年金保険

（ｲ）健康保険（全国健康保険協会が所管するもの）

け）船員保険

に）国民年金

は）労働者災害補償保険

（力）歴用保険

注）各保険料のうち(ｵ)及び(力)については、当該年度における年度更新手続を完

了すべき日が未到来の場合にあっては前年度及び前々年度、年度更新手続を完

了すべき日以降の場合にあっては当該年度及び前年度の保険料について滞納が

‐１９‐



ない（分納が認められているものについては納付期限が到来しているものに限

る｡）こと。

ウ障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律123号）に基づく障害者雇

用率以上の身体障害者、知的障害者又は精神障害者を雇用していること、又は障

害者雇用率を下回っている場合にあっては、障害者雇用率の達成に向けて障害者

の雇用状況の改善に取り組んでいること。

エ高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和４６年法律第６８号）に基づく高

年齢者雇用確保措置を講じていること。

オ提案書類提出時において、過去３年間に上記以外の法令等違反があり、社会通

念上著しく信用を失墜しており、当該委託業務遂行に支障を来すと判断される者

でないこと。

(6)次に掲げるすべての事項に該当する者であること。

ア資格審査申諭書又は添付書類に虚偽の事実を記戦していないと認められる者で

あること。

イ経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であること。

ウ会社更生法（平成１４年法律第154号）に基づき、更生手続きを開始申立がなさ

れていない者であること。

(7)ジョイント・ベンチャー（共同企業体）で入札に参加する場合は、次に掲げるす

べての事項に該当する者であること

ア本業務の内容のすべてが担えない場合に、適正に業務を遂行できるジョイン

ト・ベンチャー（共同企業体）として結成されたものであること。

イ代表企業及び代表者を定め、他の者はグループ企業として参加するものである

こと。

ウ代表企業及びグループ企業が他のジョイント・ベンチャーとして、又は単独で

本入札に参加していないこと。

エ代表企業及びグループ企業が、ジョイント・ベンチャー結成に関する協定書（又

はこれに類する書類）を作成していること。

オ代表企業及びグループ企業すべてが上記(1)から(6)の条件を満たすこと。
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別紙１

【別紙1】

企業訪問レポート(一般支援)(案）

受託者名：

雇用管理アドバイザー氏名：

労囲の

平均助腺年数

二雇用管理制度導入支援の内容･経過

１．鹿に企業が取り組んでいる皿用管理制度

（１）呼価･処遇制度因僅

(2)研修体系制度関係
勺

(3)健康づくり制度8M係

(4)休暇･労働時間制魔関係

(5)業務管理･組織管理･人間関係制度関係

(6)福利厚生閏係
●●●

2.事業主の屈用管理改善を通じた魅力ある職堀づくりに対する恵簾について

3.対象企菜が抱える屈用管理上の課題

4.対象企粟に提案する厄用管理制度
(1)制度の概要

(2)導入支援のポイント(提案理由､エ夫など）

(3)特記事項(支援の際に障害となった事佃など）

5.事業主からの感想

６．足用管理アドバイザーの感想

7.その他.添付資料(企粟案内､提案制度概要等)など

‐２１‐

作垂橿垣

企粟名 代汲者名

所在地 82立年(西暦）

菜種 資本金 (単位:千万円）

従菜員数

縫数
鰯田田四年I~皇ﾆｰﾑ壁

人

うち常用労回者数 うちＴ針且薮

人 人

常用労働者

の採用数

(過去3年）

平成26年度

人

平成25年度

人

平成24年度

人

常用労⑪者の

平均勤続年数
０．０年

常用労働者の

平均年齢
０．０歳

支援期佃 月日～月日 桓随同数 ○回一



別紙２

【別紙2】

企業訪問レポート(重点支援）（案）
●

受託者名：

屈用管理アドバイザー氏名：

常用労働者の

平均、統年敵

二足用管理制度導入支援の内容･経過

1.既に企菜が取り組んでいる疋用管理制度
(1)評価･処遇制虚閏僅

(2)研修体系制度関係

(3)健康づくり制度関係

(4)休暇･労働時間制度関係

(5)菜務管理･組輯管理･人間関係制肛関係

(6)福利厚生関係

2.卒菜主の雇用管理改善を通じた魅力ある職俎づくりに対する恵臓について
(1)事巣主の意脚

(2)従菜貝の愈臓

3.対象企業が抱える雇用管理上の課題

‐２２‐

ご名刺付笠郎亟

企菜名 代表者名

所在地 股立年(西歴）

築租 資本金 (単位:千万円）

従菜員数

総数
琴堕国興停I=雪j:｣し2２

人

うち常用労働者数 うち正社BU数

人 人

常用労ｉｎ者

の採用数
(過去3年）

平成26年度

人

平成25年度

人

平成24年度

人

常用労働者の

平均勤続年数
０．０年

常用労働者の

平均年齢
○・○股

支lid期間 月日～月日 相腿同數 ０回



4.対象企菜に提案する恩用管理制度
（１）制度の概要

(2)導入支援のポイント(提案理由.エ夫など）

(3)特記事項(支担の際に障害となった＄情･課題｡それをどのように解決したかなど）

5.導入支援の経過､結果
(1)提案した足用管理制度の導入状況

(2)助成金活用状況

・助成金名称(職M1定魅支援助成金､迎股労働者確保育成助成金など）

･申IHI状況(計画届提出済みなど）

(3)特記事項(支擾の際に障宮となった事Iiiなど）

6.対象企菜の今後の取組計画､腺皿

７．＄菜主からの感想(申築主や従薬貝の意胆の変化など）

ａ展用管理アドバイザーの感想

9.その他､他の事菜主が屈用管理上の牒題に取り組む上で参考となると考えられる事項があれば。

10.その他.竃付寅料(企案案内､提案制度概要等)など

‐２３．



別紙３

【別紙3】

股啓発対象企業に係る訪問状況(第●四半期定例報告）（案）

受狂者名

［卜
二
』 Ｉ

例

2４

企案名 所在地 棄租 従菜口敏 対応宕名

1.Eｕ

０

４

q】且

■皮

ﾛﾖ■

支担哉要

啓兒のみ

巴1垂巳

ｎ入古胆

■ユ宣里

予定

中

済み

雇用管理アドバイザー氏名

(株)●●釦ｌＱ ●●市●●可●－● 鉄筋 １０人 ●●●●社昼 ３ ●●●●

２

３

４

５

６

７

８

９

0

２

３

４

５

６

７

８

９

２０

２１

２２

２３

４

５

６

７

８

９

０

２

３

3４

3５

3６

３

３

３

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

5０
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別紙５

危険負担表（啓発実践コース）

－２６．

種類 内容 負担者

労働

局

受託

者

物価変動 人件費、物品費等物価変動に伴う経費の増 ○

金利変動 金利の変動に伴う経費の増 ○

法令等の変

更

労災保険法・施行規則の大幅な変更

①労災保険法・施行規則の小幅な変更

②関係通達の変更

○

○

税制度の変

更

業務の遂行を妨げる税制度の大幅な変更

一般的な税制変更

○

○

政治的理由

による事業

の変更

政治、行政的理由から、業務の継続に支障が生じた場合、又は業

務内容の大幅な変更を余儀なくされた場合の経費

○

不可抗力 不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、争乱、暴動そ

の他国の責めにも帰すことのできない自然的又は人為的な現象）

に伴う、施設、設備の修復による経費の増加及び事業の履行不能

○ ○

書類の誤り 仕様書等国が責任を持つ書類の誤りによるもの

受託者が提出した書類の誤りによるもの

○

○

資金調達 経費の支払遅延（国→受託者）によって生じたもの

経費の支払遅延（受託者→第三者）によって生じたもの

○

○

第三者への

賠償

受託者として注意義務を怠ったことにより損害を与えた場合 ○

情報漏洩等 受託者として注意義務を怠ったことによる情報漏洩及び犯罪発生 ○

事業終了時

の費用

業務委託期間が終了した場合又は期間途中における業務を廃止し

た場合における受託者の撤収費用

､国の都合により期間途中に業務を終了（中止を含む）した場合で

あって、期間途中に業務を終了しなければ発生しなかった経費

○

○

上記以外の

もの

事案による


